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ま え が き 
 

東京の卸売業・小売業の概況を令和３年「経済センサス－活動調査」でみると、事業所数では 137,112 事業所
（全国比 11.4％）、年間売上額では 198.6 兆円（全国比 41.2％）、従業員数では 195.3 万人（全国比
17.0％）となっています。 
 
 

商店街は、都民の日々の暮らしに必要な商品やサービスを提供する商業活動の拠点であるとともに、地域住民の
生活や地域コミュニティの核として重要な役割を果たしています。 
 
 

一方、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う生活環境の変化、デジタル化やエネルギー価格の高騰への対応など、
地域が抱える課題は多岐にわたり、かつ複雑化しており、商店街を取り巻く状況についても、消費者の購買に関する価
値観の変化や、キャッシュレス決済の普及など、大きく変化しています。 
 
 

「東京都商店街実態調査」は、行政機関や関係団体が商店街を振興していくうえでの基礎資料とするため、平成
元年度から 3 年ごとに都内の全商店街を対象に実施しているものです。 
 
 

令和４年度「東京都商店街実態調査」においても、多くの商店街で後継者の不足、感染症拡大に伴う来街者の
減少といった課題が顕在化していることが明らかになりました。一方で、こうした厳しい状況の中にあっても、消費者の利
便性向上に向けたデジタル化への取組や安心安全な商店街の実現に向け、防犯対策を進める商店街が増えている
ことなども分かりました。 
 
 

今後とも商店街が、商品やサービスの面で工夫を凝らして個店の魅力を高め、商店の集まりとして賑わいを創出して
いくとともに、地域ニーズに応えた取組を実施し、地域に必要とされる存在であり続けることが重要です。 

本報告書が、関係機関の皆様に活用され、商店街活性化の一助となれば幸いです。 
 
 
令和５年 3 月 
 

東京都産業労働局商工部地域産業振興課 
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第１章 調査実施概要 
１ 調査実施概要 

（１）調査目的 

東京都内の商店街の景況や活動状況、直面している課題などの現状を的確に把握し、今後の商店街振興施策
の基礎資料とすることを目的とする。なお、本調査は平成元年度から、３年ごとに実施している（前回調査︓令和元
年度）。 
 

（２）調査対象 

東京都内の全商店街（2,374 商店街 令和４年 10 月現在） 
 

（３）調査時期 

令和４年 10 月〜令和５年 1 月 
 

（４）調査項目 

アンケート調査票の設問項目は以下の通り。 
 
１ 商店街の状況 

1）商店街の基本情報 
2）商店街の組織の状況 
3）商店街の他団体への加入・連携状況 
4）商店街の個店加入状況・業種構成 
5）商店街の概況 

２ 商店街の取組 
1）後継者不足対策 
2）商圏と大型店の状況 
3）空き店舗対策 
4）ソフト事業の実施状況 
5）商店街活性化のための取組 

３ 新型コロナウイルス感染症の影響 
４ 商店街の施設・設備の状況 
５ 商店街の補助事業等の活用状況 

 

（５）調査方法 

郵送配布・郵送回収 
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（６）回収結果 

アンケート調査票の回収結果は以下の通り。 
 

 
※「有効発送数」は商店街数 2,374 件から「解散」、「活動休止」及び病気療養中や回答できる組織体制がない

等の明確な理由で「回答辞退」となった商店街を除外した件数。 
※本報告書では無回答を除外して集計している。このため、集計結果のN 数（サンプル数）は設問によって異なる。 
※複数の自治体に所在する商店街があるため、区市町村の商店街数を合計しても「東京都全体」に記載している商

店街数と一致しない。 
 

○商店街数 ︓ 2,374 件  ○有効発送数 ︓ 2,229 件 
 

○回収数 ︓ 1,349 件  ○回収率 ︓ 60.5％ 
 
 

（７）調査担当課 

東京都産業労働局商工部地域産業振興課 
 

（８）調査実施機関 

株式会社リベルタス・コンサルティング 
  

【区部】 【市部】 【郡部・島部・その他】

101 千代田区 45 40 21 52.5% 201 八王子市 50 44 29 65.9% 303 瑞穂町 2 1 - 0.0%
102 中央区 50 49 32 65.3% 202 立川市 33 33 23 69.7% 305 日の出町 - - -
103 港区 58 57 37 64.9% 203 武蔵野市 47 47 47 100.0% 307 檜原村 - - -
104 新宿区 102 95 62 65.3% 204 三鷹市 28 26 19 73.1% 308 奥多摩町 1 1 1 100.0%
105 文京区 56 49 33 67.3% 205 青梅市 14 13 7 53.8% 361 大島町 3 2 - 0.0%
106 台東区 109 100 56 56.0% 206 府中市 48 46 32 69.6% 362 利島村 - - -
107 墨田区 40 38 26 68.4% 207 昭島市 12 10 7 70.0% 363 新島村 2 2 2 100.0%
108 江東区 52 49 31 63.3% 208 調布市 28 28 15 53.6% 364 神津島村 - - -
109 品川区 99 87 50 57.5% 209 町田市 40 40 31 77.5% 381 三宅村 - - -
110 目黒区 66 56 35 62.5% 210 小金井市 18 16 8 50.0% 382 御蔵島村 - - -
111 大田区 140 126 59 46.8% 211 小平市 34 28 17 60.7% 401 八丈町 1 - - -
112 世田谷区 128 120 69 57.5% 212 日野市 20 16 9 56.3% 402 青ヶ島村 - - -
113 渋谷区 74 72 33 45.8% 213 東村山市 18 16 11 68.8% 421 小笠原村 - - -
114 中野区 65 63 40 63.5% 214 国分寺市 13 11 7 63.6% - その他 - - -
115 杉並区 125 122 82 67.2% 215 国立市 24 23 13 56.5%
116 豊島区 87 84 50 59.5% 218 福生市 11 10 5 50.0% 【東京都全体】
117 北区 74 71 38 53.5% 219 狛江市 15 11 6 54.5%
118 荒川区 43 39 23 59.0% 220 東大和市 9 6 4 66.7%
119 板橋区 85 82 56 68.3% 221 清瀬市 10 10 9 90.0% 2,374 2,229 1,349 60.5%
120 練馬区 95 95 50 52.6% 222 東久留米市 13 9 6 66.7%
121 足立区 76 73 35 47.9% 223 武蔵村山市 6 5 3 60.0%
122 葛飾区 86 84 42 50.0% 224 多摩市 18 15 5 33.3%
123 江戸川区 76 75 49 65.3% 225 稲城市 8 5 3 60.0%

227 羽村市 4 3 3 100.0%
228 あきる野市 10 8 7 87.5%
229 西東京市 19 18 11 61.1%

有効
発送数 回収数 回収率

合計

商店
街数

行政
コード

市区
町村名

有効
発送数 回収数 回収率

商店
街数

行政
コード

市区
町村名

有効
発送数 回収数 回収率

商店
街数

行政
コード

市区
町村名

有効
発送数 回収数 回収率

商店
街数
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（９）用語定義・産業分類 

 
【用語定義】 

①地域別 
□23 区は「区部」、市町村は「市町村部」とそれぞれ表記した。 
 
②組織形態︓ただし項目によっては内訳を表示 
□事業協同組合、商店街振興組合、その他法人、任意団体 
 
③会員数と規模別区分︓会員数を規模別の指標として採用した。 
□正会員数＋準会員数 →「会員数」 

規模別区分︓30 人未満、30 人以上 60 人未満、60 人以上 
 
④立地環境の区分 
□繁華街、一般商業地、一般住宅地、工業地、オフィス街、その他の 6 区分とした。 
 
⑤商店街の属性 
□駅前、住宅街、団地内、工場・倉庫街、駅ビル内、その他ビル内、地下街、ショッピングセンター内、その他の 9 区分と

した。 
 
⑥業種の区分 
□業種の区分については、前回調査との大枠として日本標準産業分類（平成 19 年 11 月改訂）に従い、次頁に示

すものとした。ただし、設問によってはより詳細な分類を必要とする場合があり、それらについては必ずしも当該分類に従
っていない。 

 
⑦商圏の区分 
□各商店街の想定する商圏については、半径 1km 未満、半径 1km 以上 3km 未満、半径 3km 以上 5km 未満、

半径 5km 以上 10km 未満、半径 10km 以上の５段階に区分した。 
 
⑧その他 
□本報告書内における数値は、小数点第 2 位を四捨五入したものである。なお、図表中の構成比表記について、小数

点第 2 位を四捨五入しているため、構成比合計が 100％にならない場合がある。 
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【産業分類】 

業種 説明 

小売業 

① 各種商品小売業 

衣，食，住にわたる各種の商品を一括して一事業所で小売する店舗。いずれが主

たる販売商品であるかが判別できないものであって，百貨店，デパートメントストア

などと呼ばれるものにその例が多い。 

② 織物・衣服・身の回り品小売業 
呉服，服地，衣服，靴，帽子，洋品雑貨，小間物などの商品を小売する店

舗。洋服の仕立てを行う洋服店も含まれる。 

③ 飲食料品小売業 

飲食料品を小売する店舗（スーパー、八百屋、酒屋、コンビニエンスストア 等）。 

※ファストフード店、仕出屋，ケータリングサービスなどの飲食サービスを提供する店舗は含まれ

ないことに留意。また、ドラッグストアも含まれないことに留意。 

④ 機械器具小売業 

自動車，自転車，電気機械器具など（それぞれの中古品を含む）及びその部分

品，附属品を小売する店舗。小売と修理を兼ねている店舗も含まれる。整備，修

理専業の事業所は含まれない。 

⑤ その他の小売業 
家具，じゅう器，医療品，化粧品，農耕用品，燃料，書籍，文房具，時

計，楽器，たばこ，中古品等の商品を小売する店舗。ドラッグストアも含まれる。 

⑥ 無店舗小売業 
カタログや新聞・雑誌・テレビやインターネット等で広告を行い，通信手段によって商

品を販売する店舗（店頭での販売を行っていない店舗）。 

飲食 

サービス業 

⑦ 飲食店 

飲食料品（アルコール飲料含む）をその場所で飲食させる店舗。また、カラオケ，ダ

ンス，ショーなどにより遊興飲食させる店舗。その場所での飲食と併せて持ち帰りや

配達サービスを行っている店舗も含まれる。 

⑧ 持ち帰り・配達飲食サービス業 
飲食料品を提供する店舗のうち，その場所で飲食することを主たる目的とした設備

を有さない店舗（宅配ピザ、仕出し料理、ケータリングサービス など）。 

生活関連 

サービス業 

⑨ 洗濯・理容・美容・浴場業 

洗濯業，洗張・染物業，理容業，美容業，浴場業などの主として個人に対して

身の回りの清潔を保持するためのサービス又は心身のリラックス並びにリフレッシュを促

進するためのサービスを提供する店舗。 

⑩ その他の生活関連サービス 

主として個人を対象としてサービスを提供する他に分類されない店舗（旅行業、家

事サービス業、衣服裁縫修理業、火葬・墓地管理業、冠婚葬祭業、観相業、ペッ

ト美容室、チケット類売買業 など） 

⑪ 娯楽業 
映画，演劇その他の興行及び娯楽を提供する店舗並びにこれに附帯するサービス

を提供する店舗。 

 ⑫ その他 
上記に該当しない一般消費者への販売・サービス提供を行う店舗（病院、福祉・

介護サービス業、銀行、ホテル・旅館、学習塾、不動産業、自動車整備業など） 

 ⑬ 非商店 
製造業、事務所、一般家屋 など 
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２ 調査結果のポイント 

【商店街の概要】 
（１）商店街の概要 

○調査対象とした東京都内の商店街数（令和 4 年 10 月現在）は調査を重ねるごとに減少しており、前回調
査（令和元年）から今回までに 73 件減少し、2,374 件となっている。 

（２）組織状況 
①組織形態等 

○組織形態については、「法人（事業協同組合、商店街振興組合など）」が25.4％、「任意団体」が74.6％
となっている。 

②会員等の状況 

○会員数（正会員数+準会員数）の規模別分布については、「30 人未満」の割合は 39.1％、「30 人以上
60 人未満」は 34.0％、「60 人以上」は 26.8％となっている。 

③役員の状況 

○役員の平均年齢は前回調査（令和元年）と同様、60 歳代が 45.7%と最も多くなっているが、構成比は低
下している。一方で 50 歳代が 28.4%に増加している。 

（３）他団体への加入・連携状況 
○他団体との連携については「連携している」が 64.1%となっている。 

○連携の相手先は「自治会・町内会」が 78.3%と最も高く、次いで「商工会・商工会議所」が 33.9%、「区市
町村等の行政機関」が 33.3%となっている。 

○連携の内容は「イベント」が 82.2%と最も多くなっており、次いで「防災・防犯」が 52.9%となっている。 

（４）個店の加入状況・業種構成 
①商店街加入店舗の状況・業種構成 

○商店街の平均加入店舗数は 52.9 店舗となっている。また、組織形態別にみると「商店街振興組合」が平均
86.5 店舗と最も多く、次いで事業協同組合が平均 85.1 店舗となっている。 

○加入店舗の業種別割合をみると、「飲食店」が 36.3%で最も多くなっている。また、前回調査（令和元年）
で最も高かった「小売業」は 3.5 ポイント減少し 33.8%となっている。 

○業種別平均店舗数をみると「飲食店」が 13.1 店舗で最も多い。店舗数の多い「飲食店」「飲食料品小売
業」「洗濯・理容・美容・浴場業」「その他小売業」はいずれも前回調査（令和元年）から店舗数が減少して
いる。 

②チェーン店の状況 

○チェーン店の数は「10 店以上」が 27.4%で最も多く、前回調査（令和元年）から 7.1 ポイント増加してい
る。一方、前回調査（令和元年）で最も多かった「1 店」は 6.7 ポイント減少している。 
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（５）商店街を取り巻く環境 
①現在の景況 

○現在の景況については「衰退している」が 36.6%と最も多くなっている。「やや衰退している」と合わせると
65.8%となっており、前回調査（令和元年）から 5.4 ポイント増加している。 

②環境の変化 

○環境の変化について、約３年前（新型コロナウイルス感染症の流行以前）と現在の比較については、売上、
来街者数、店舗数の「減少」の割合が高い。 

③来街者の状況 

○来街者の年齢層については「60 歳以上」が最も多く、過去の調査と傾向に大きな変化はない。 

④核となる店舗等の状況 

○核となる店舗については 60.9%が「ある」と回答している。 

○核となる店舗は「スーパーマーケット」が 24.8%と最も高く、次いで「コンビニエンスストア」が 19.8％となっている。 

⑤商店街が抱えている問題点 

○商店街が抱える問題点としては「後継者が不足している」が最も多く 69.7%となっている。過去の調査から継
続して増加している状況となっている。 

 

【商店街の取組】 
（１）ソフト事業の実施状況 
①ソフト事業の実施状況 

○商店街が実施している事業については、「イベント事業（期間を定めて行う事業）」の割合が 72.3％と最も
高く、次いで「商店街共通商品券」が 37.4％、「防犯・防災活動（施設整備を除く）」が 35.4％となってい
る。 

○実施を検討している事業についても「イベント事業（期間を定めて行う事業）」が 34.7％と最も高くなってい
る。次いで「共同宣伝」が 29.7％、「音楽・芸術・文化活動」が 28.3%と高くなっている。 

②イベント事業の実施状況 

○イベント事業の実施回数は「１回」が最も多く 41.2%となっており、「３回」「４回」「５回以上」の合計は前回
調査（令和元年）から 11.4 ポイント減少して 25.4%となっている。 

○最も集客力のあったイベント事業については「売り出し（セール等）」が 46.0%で最も多くなっている一方、「お
祭り」は前回調査（令和元年）の 52.0%から減少して 9.5%となっている。 

○最も集客力のあったイベント事業を共同開催した団体は「他の商店街」が最も多く 46.0％となっている。 

○最も集客力のあったイベント事業の効果については「継続的な集客や売上上昇につながった」の割合が
53.0％となっている。 

③デジタル化の推進状況 

○デジタル化の推進のために現在取り組んでいる事業については「ホームページ制作・運用」が最も多く 55.5%と
なっている。次いで「キャッシュレス決済の導入」が 33.1%、「SNS の活用」が 30.8%となっている。 
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○デジタル化推進のために今後取り組む予定の事業については「会員間の連絡手段のデジタル化」が最も多く
27.2%となっている。次いで「ホームページの制作・運用」が 26.8%となっている。 

（２）後継者不足対策 
○後継者不足の対策については「実施している」との回答は 8.6%となっている。 

（３）空き店舗対策 
○空き店舗については 57.3%が「ある」と回答しており、過去の調査からほぼ変化がみられない。 

○空き店舗が埋まらない理由については「家主・大家の事情」が 37.3%で最も高くなっている。 

（４）個店・商店街活性化のための取組 
○個店を対象とした経営力・売上向上を目的とした取組の実施については「実施している」が 10.2%となってお

り、過去の調査から継続して減少傾向にある。 

○「商店街活性化のために必要だと考えること」としては「会員の協力」が最も多く 62.6%となっている。 

 

【施設・設備の状況】 
（１）街路灯の状況 

○街路灯の保有状況については、「保有している」が 83.6％となっている。 

○「街路灯を保有している」商店街のうち、街路灯の LED ランプを保有している商店街は 90.9％となっている。 

（２）アーチの状況 
○アーチの保有状況については、「保有している」が 21.7％となっている。 

○「アーチを保有している」商店街のうち、アーチの LED ランプを保有している商店街は 76.5％となっている。 

（３）その他の共同施設の状況 
○その他の共同施設について、既に設置している共同施設は「防犯カメラ」が 64.2%と最も多くなっている。次い

で、「統一フラッグ」が 38.7%、「カラー舗装」が 37.4%となっている。 

○その他の共同施設について、今後設置を予定している共同施設は「防犯カメラ」が 37.1%と最も多くなってい
る。次いで、「商店街案内板」が 30.0%、「統一フラッグ」が 28.5%となっている。 

 

【新型コロナウイルス感染症の影響】 
○新型コロナウイルス感染症の影響については 93.9%が「影響があった」と回答している。 

○新型コロナウイルス感染症の影響の内容については「来街者の減少」が 86.7%と最も多く挙げられている。 

○今後実施する予定の感染症対策としては、「キャッシュレス決済導入の推進」が 44.3%と最も多くなっている。 

 

【補助事業等の活用状況】 
（１）東京都商店街チャレンジ戦略支援事業 

○東京都商店街チャレンジ戦略支援事業については「利用したことがある」が 47.4%となっている。 

（２）東京都政策課題対応型商店街事業の利用状況 
○東京都政策課題対応型商店街事業については「利用したことがある」が 51.1%となっている。 
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第２章 調査結果 
１ 商店街の概要 

（１）商店街の概要 

①都内商店街数の推移 
調査対象とした東京都内の商店街数（令和 4 年 10 月現在）は調査を重ねるごとに減少しており、前回調査

（令和元年）から今回までに 73 件減少し、2,374 件となっている。 

 
【商店街数の推移】 

 
 
 

②商店街の概況 

■ 所在地 

商店街の所在地をみると、区部が 74.8%、市町村部が 25.2％であった。 

 
【商店街の所在地】 

 
  

2,873 件 2,785 件 2,717 件 2,683 件 2,625 件
2,535 件 2,447 件 2,374 件

2,000 件

2,500 件

3,000 件

3,500 件

H13年 H16年 H19年 H22年 H25年 H28年 R01年 R04年

74.8% 25.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1349）

区部 市町村部
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■ 最寄駅からの距離 

最寄駅からの距離（徒歩時間）をみると、「徒歩 2 分未満」の割合が最も高く 32.5％であった。 
 

【最寄駅からの距離】 

 

 

■ 設立時期 

設立時期は「昭和 21 年（1946 年）〜30 年（1955 年）」の割合が最も高く 26.0％であった。次いで「昭和
31 年（1956 年）〜40 年（1965 年）」の割合が 21.0％と高い。以降、年を追うごとに割合が低くなっている。 
 

【設立時期】 

 
  

32.5% 19.9% 25.5% 11.6% 10.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1214）

徒歩2分未満 徒歩2〜5分未満 徒歩5〜10分未満 徒歩10〜15分未満 徒歩15分以上

6.3% 26.0% 21.0% 17.0% 12.6%
7.2%

4.0%

3.9%
2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1083）

昭和20年以前 昭和21〜30年 昭和31〜40年
昭和41〜50年 昭和51〜60年 昭和61〜平成7年
平成8年〜平成17年 平成18年〜平成27年 平成28年以降
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■ 商店街の総延長 

商店街の総延長を区分別にみると、「400m 未満」の割合が 51.8％と最も高く過半数を超えているものの、構成
比は低下傾向にある。 
 

【商店街の総延長】 

 
※商店街の平均総延長は 488.4m 
 

【商店街の総延長（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

51.8%

54.9%

55.9%

29.1%

27.6%

27.0%

12.9%

10.7%

10.4%

6.1%

6.9%

6.7%
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R04年（N=928）
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32.3%

56.4%

61.1%

45.9%

51.7%

33.3%

50.0%

45.5%

69.3%

51.3%

28.0%

29.1%

30.1%

25.9%

19.4%

42.5%

26.3%

24.1%

30.9%

31.0%

31.3%

27.3%

20.4%

30.7%

38.9%

12.9%

11.9%

16.2%

8.3%

17.7%

12.1%

10.3%

15.8%

11.2%

33.3%

9.4%

18.2%

7.5%

12.1%

22.2%

6.1%

5.6%

7.9%

8.3%

7.5%

5.3%

4.4%

7.4%

6.1%

33.3%

9.4%

9.1%

2.9%

5.9%

10.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=928)

区部(N=700)

市町村部(N=228)

事業協同組合(N=36)

商店街振興組合(N=186)

任意団体（未組織）(N=697)

繁華街(N=203)

一般商業地(N=405)

一般住宅地(N=294)

工業地(N=3)

オフィス街(N=32)

その他(N=33)

30人未満(N=348)

30〜60人未満(N=306)

60人以上(N=239)
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メインストリートの長さを区分別にみると、「200m 未満」の割合が 38.1％と最も高いものの構成比は前回調査
（令和元年）から 2.6 ポイント低下しており、「200〜400m 未満」と差が小さくなっている。 
 

【メインストリートの長さ】 

 
※メインストリートの平均の長さは 300.6m 
 

【メインストリートの長さ（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 
  

38.1%

40.7%

44.1%

35.8%

36.6%

34.0%

14.2%

13.5%

11.4%

11.9%

9.2%

10.5%
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27.6%
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26.5%

43.2%
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9.4%

22.6%
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15.1%
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8.8%

10.6%
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12.3%

13.1%

50.0%

20.7%

23.1%

5.5%

10.2%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=784)
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■立地環境等 

立地環境別にみると「一般商業地」の割合が最も高く 43.1%となっている。「繁華街」の割合は前回から 5.1 ポイ
ント増加し、21.3%となっている。 

【立地環境（複数回答）】 

 

 
 

周辺環境別（商店街属性別）にみると「駅前」の構成比が 48.8%に増加しており、過去の調査では最も多かっ
た「住宅地」を上回っている。 

【周辺環境（複数回答）】 

 
  

43.1%

33.2%

21.3%

3.9%

0.5%

4.1%

44.6%

31.4%

16.2%

2.9%
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44.3%
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44.7%
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3.6%

0.1%
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0.0%
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ショッピングセンター内

工場・倉庫街

地下街

駅ビル内

その他

R04年（N=1290）

R01年（N=1372）

H28年（N=1469）
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（２）組織状況 

①組織形態等 

■組織形態 

一般に商店街は、中小企業等共同組合法（昭和 24 年法律第 181 号）に基づく「事業協同組合」または商店
街振興組合法（昭和 37 年法律第 141 号）に基づく「商店街振興組合」という法人組織か、または「任意団体
（未組織）」の形態で存在している。 

今回の調査では、「法人（事業協同組合、商店街振興組合など）」が 25.4％、「任意団体」が 74.6％となって
いる。 

【組織形態】 

 
※「その他法人」については H28 年以前の調査では選択肢を設けていない 
 

【組織形態（地域別、立地環境別、規模別）】 
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■法人化の時期 

法人化の時期についてみると、事業協同組合は「昭和 30 年（1955 年）以前」、商店街振興組合は、「昭和
31 年（1956 年）〜40 年（1965 年）」の割合が高くなっている。 

【法人化の時期】 

 

 

■法人化の予定 

法人化していない組織に対して、今後の法人化の意向を尋ねたところ、「今後法人化する」の割合は 1.4％となって
いる。前回までの調査から大きな変化はない。 

【今後の法人化予定】 

 
 

【今後法人化する・しない理由】 

【今後法人化する理由】 
・再カラー舗装化を計画している為 
・組織が大きくなれば法人化する予定 
・都市再生整備計画の策定をめざして活動しているため 
 
【今後法人化しない理由】 
・会員数が少ない 
・規模が小さい 
・人材不足 

など      
  

35.0%

6.0%

32.5%

30.0%

10.0%

20.7%

17.5%

15.7%

2.5%

18.4% 6.0%

2.5%

2.8%
0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年 事業協同組合（N=40）

R04年 商店街振興組合（N=217）

昭和30年以前 昭和31〜40年 昭和41〜50年 昭和51〜60年

昭和61〜平成7年 平成8年〜平成17年 平成18年〜平成27年 平成28年以降

1.4%

1.2%

1.3%

98.6%

98.8%

98.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=937）

R01年（N=812）

H28年（N=1115）

今後法人化する 今後も法人化しない
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②会員等の状況 

■会員数等の状況 

会員数等の平均値は、それぞれ、正会員数は 44.1 名、準会員数は 11.5 名、未加入者数は 18.4 名であった。 
 

【会員数平均値の推移】 

 

 
 
 

■会員数の規模別分布・男女比 

会員数（正会員数+準会員数）の分布についてみると、「30 人未満」の割合は 39.1％、「30 人以上 60 人未

満」は 34.0％、「60 人以上」は 26.8％となっている。 

【規模別分布（正会員数+準会員数）】 

 

  

44.1 

11.5 

18.4 

46.2 

11.1 

17.0 

45.4 

15.2 

16.6 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

正会員数

準会員数

未加入者数

R04年（N=1281）

R01年（N=1450）

H28年（N=1498）

39.1%

39.4%

37.4%

34.0%

33.5%

33.4%

26.8%

27.0%

28.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1285）

R01年（N=1527）

H28年（N=1502）

30人未満 30〜60人未満 60人以上

（単位︓名） 



  
 

  
- 16 - 

地域別にみると「区部」、組織形態別にみると「商店街振興組合」の「60 人以上」の割合が高くなっている。 
 

【商店街会員数の規模別分布（地域別、組織形態別、立地環境別）】 

 
 
 

会員等の男女比をみると、男性が 82.0%、女性が 18.0％となっている。 
 

【会員等の男女比】 

 
  

39.1%

38.0%

42.6%

27.1%

19.7%

45.0%

26.6%

29.9%

52.8%

50.0%

40.0%

55.1%

34.0%

33.3%

36.2%

33.3%

23.6%

37.0%

34.7%

37.2%

30.1%

50.0%

36.0%

32.7%

26.8%

28.8%

21.3%

39.6%

56.8%

17.9%

38.7%

32.9%

17.1%

24.0%

12.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1285)

区部(N=956)

市町村部(N=329)

事業協同組合(N=48)

商店街振興組合(N=259)

任意団体（未組織）(N=964)

繁華街(N=271)

一般商業地(N=541)

一般住宅地(N=432)

工業地(N=6)

オフィス街(N=50)

その他(N=49)

30人未満 30〜60人未満 60人以上

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

82.0% 18.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=978）

男性比率（平均） 女性比率（平均）
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【会員等の男女比（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 
  

82.0%

82.2%

81.5%

82.6%

82.3%

82.0%

81.2%

82.9%

81.0%

79.0%

85.6%

83.2%

82.0%

82.6%

81.1%

18.0%

17.8%

18.5%

17.4%

17.7%

18.0%

18.8%

17.1%

19.0%

21.0%

14.4%

16.8%

18.0%

17.4%

18.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=978)

区部(N=730)

市町村部(N=248)

事業協同組合(N=41)

商店街振興組合(N=189)

任意団体（未組織）(N=739)

繁華街(N=197)

一般商業地(N=429)

一般住宅地(N=327)

工業地(N=5)

オフィス街(N=30)

その他(N=33)

30人未満(N=392)

30〜60人未満(N=337)

60人以上(N=237)

男性比率（平均） 女性比率（平均）

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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③役員の状況 

■理事長等の状況 

理事長・会長の平均人数は 1.0 人、平均任期は 2.2 年となっている。 
 

【理事長等の平均人数及び平均任期】 

 
 

【理事長等の平均人数（組織形態別）】 

 
 
 

■役員の平均在職年数 

役員の平均在職年数は「10 年以上 20 年未満」が最も高く 35.0%となっている。「10 年以上 20 年未満」と「20

年以上」を合計すると 48.5%となり、前回調査（令和元年）（43.3%）よりも高くなっている。 

【役員の平均在職年数】 

 
※R01 年及び H28 年の調査において「20 年以上」は「10 年以上」に含まれている 

  

理事長・会長 副理事長・副会長 理事・役員 監事
R04年（N=1319） 1.0 2.0 5.9 1.5
R01年（N=1463） 1.1 2.2 6.2 1.6
H28年（N=1508） 1.1 2.2 6.4 1.6
R04年（N=994） 2.2 2.2 2.2 2.3
R01年（N=1227） 2.4 2.3 2.2 2.3
H28年（N=1275） 2.4 2.3 2.3 2.3

人数（人）

任期（年）

理事長・会長（人） 副理事長・副会長（人） 理事・役員（人） 監事（人）
事業協同組合(N=51) 1.0 1.7 7.5 1.8
商店街振興組合(N=272) 1.0 2.3 9.1 1.7
任意団体（未組織）(N=983) 1.0 1.9 4.7 1.4

2.8%

4.5%

3.2%

6.5%

5.1%

6.2%

12.2%

17.6%

15.5%

13.8%

12.7%

12.2%

16.2%

16.8%

15.5%

35.0%

43.3%

47.4%

13.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1301）

R01年（N=1387）

H28年（N=1512）

2年未満 2年以上 4年未満 4年以上 6年未満 6年以上 8年未満

8年以上 10年未満 10年以上 20年未満 20年以上

※20年以上を含む

※20年以上を含む
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■役員の平均年齢 

役員の平均年齢は前回調査（令和元年）と同様、60 歳代が 45.7%と最も多くなっているが、構成比は低下し

ている。一方で 50 歳代が 28.4%に増加している。 

【役員の平均年齢】  

 
 

【役員の平均年齢（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

0.1%

0.1%

0.1%

4.3%

4.5%

4.1%

28.4%

24.8%

25.5%

45.7%

47.5%

52.2%

21.5%

23.1%

18.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1309）

R01年（N=1397）

H28年（N=1524）

30歳代以下 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代以上

0.1%

0.3%

0.4%

0.2%

0.3%

4.3%

3.5%

6.6%

3.3%

4.6%

7.1%

3.4%

2.8%

16.7%

4.2%

6.0%

3.3%

4.9%

5.3%

28.4%

27.6%

30.7%

36.5%

37.2%

25.2%

35.0%

28.6%

23.4%

50.0%

31.3%

28.0%

23.3%

27.3%

39.3%

45.7%

46.8%

42.5%

51.9%

43.9%

46.4%

45.7%

46.7%

46.6%

47.9%

42.0%

44.5%

46.6%

44.7%

21.5%

22.1%

19.9%

11.5%

15.2%

23.8%

12.1%

21.1%

27.2%

33.3%

16.7%

24.0%

29.0%

21.2%

10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1309)

区部(N=977)

市町村部(N=332)

事業協同組合(N=52)

商店街振興組合(N=269)

任意団体（未組織）(N=973)

繁華街(N=280)

一般商業地(N=555)

一般住宅地(N=427)

工業地(N=6)

オフィス街(N=48)

その他(N=50)

30人未満(N=490)

30〜60人未満(N=429)

60人以上(N=338)

30歳代以下 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代以上

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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■役員の男女比等 

役員の男女比をみると、88.4%が男性となっており、会員（82.0%）以上に男性比率が高くなっている。 

【役員の男女比】 

 
 

【役員の平均女性比率（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 
  

11.6% 88.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1110）

女性比率（平均） 男性比率（平均）

11.6%

11.5%

12.0%

13.5%

10.3%

11.8%

12.5%

11.1%

11.9%

28.7%

6.8%

8.3%

11.0%

12.3%

11.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

全体(N=1110)

区部(N=827)

市町村部(N=283)

事業協同組合(N=46)

商店街振興組合(N=242)

任意団体（未組織）(N=812)

繁華街(N=249)

一般商業地(N=477)

一般住宅地(N=360)

工業地(N=6)

オフィス街(N=40)

その他(N=36)

30人未満(N=398)

30〜60人未満(N=371)

60人以上(N=302)

平均女性比率

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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【役員の平均女性比率（個店の加入率別等）】 

 

  

8.0%

11.7%

11.3%

12.3%

11.7%

11.6%

10.6%

12.5%

13.0%

13.6%

5.6%

11.9%

11.0%

11.0%

12.5%

11.6%

0% 5% 10% 15%

20％未満(N=69)

20％以上 60％未満(N=258)

60％以上 80％未満(N=282)

80％以上(N=469)

イベント事業を実施した(N=532)

イベント事業は実施しなかった(N=530)

1回(N=199)

2回(N=162)

3回(N=60)

4回(N=21)

5回以上(N=37)

継続的な集客や売上上昇につながった(N=262)

どちらともいえない(N=165)

継続的な集客や売上上昇につながっていない(N=58)

利用したことがある(N=487)

利用したことはない(N=493)

平均女性比率

個店の加入率別

イベント事業の
実施有無別

イベント事業の実施回数別

イベント事業の
成果有無別

「東京都商店街チャレンジ戦略
支援事業」の利用状況別
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④青年部・女性部の状況 

■青年部の状況 

青年部のある割合は 12.4%となっており、前回調査（令和元年）から 0.9 ポイント低下している。 
 

【青年部の有無】 

 

 
【青年部の有無（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

12.4%

13.3%

13.2%

87.6%

86.7%

86.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1326）

R01年（N=1358）

H28年（N=1405）

青年部がある 青年部はない

12.4%

13.1%

10.1%

25.5%

25.2%

8.2%

16.3%

14.0%

10.1%

12.0%

1.9%

1.8%

11.6%

29.2%

87.6%

86.9%

89.9%

74.5%

74.8%

91.8%

83.7%

86.0%

89.9%

100.0%

88.0%

98.1%

98.2%

88.4%

70.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1326)

区部(N=998)

市町村部(N=328)

事業協同組合(N=51)

商店街振興組合(N=270)

任意団体（未組織）(N=989)

繁華街(N=282)

一般商業地(N=566)

一般住宅地(N=434)

工業地(N=6)

オフィス街(N=50)

その他(N=54)

30人未満(N=495)

30〜60人未満(N=431)

60人以上(N=342)

青年部がある 青年部はない

組
織
形
態
別

地
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別

立
地
環
境
別

規
模
別
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青年部構成員の平均年齢の年代別分布は「50 歳以上」が 49.0％と最も高く、次いで「40 歳〜50 歳未満」が
48.3％と高くなっている。 

【青年部構成員の年代別分布】 

 
 

青年部の活動については「ある」が 70.6%となり、前回調査(令和元年)と比較すると 8.6 ポイント低下している。 
 

【青年部主催の活動有無】 

 

 
【青年部主催の主な活動内容】 

・イベントの企画・準備 
・街路灯の管理・視察研修 
・懇親会・夜警 
・祭り・町内清掃・各種イベント手伝い・年末夜警 
・商店街連合会との交流・イベントの協力 
・部員同士のリクリエーション・他商店街青年部との交流 
・年 2 回のイベント企画実行（ハロウィン）・バス研修旅行企画実行 
・ボウリング大会 
・夏まつり 
・商店会、町会活動補佐 

など      
  

2.6%

9.1%

9.0%

48.3%

47.6%

57.5%

49.0%

43.3%

33.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=151）

R01年（N=164）

H28年（N=167）

40歳未満 40歳〜50歳未満 50歳以上

70.6%

79.2%

75.9%

29.4%

20.8%

24.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=160）

R01年（N=178）

H28年（N=162）

青年部主催の活動がある 青年部主催の活動はない
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■女性部の状況 

女性部については 13.1%が「ある」と回答しており、前回調査（令和元年）からほぼ横ばいとなった。 
 

【女性部の有無】 

 
 

【女性部の有無（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

13.1%

12.9%

14.8%

86.9%

87.1%

85.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1304）

R01年（N=1358）

H28年（N=1405）

女性部がある 女性部はない

13.1%

13.3%

12.6%

18.0%

23.0%

9.9%

12.3%

15.2%

13.6%

8.0%

9.4%

4.5%

14.4%

23.7%

86.9%

86.7%

87.4%

82.0%

77.0%

90.1%

87.7%

84.8%

86.4%

100.0%

92.0%

90.6%

95.5%

85.6%

76.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1304)

区部(N=978)

市町村部(N=326)

事業協同組合(N=50)

商店街振興組合(N=270)

任意団体（未組織）(N=968)

繁華街(N=277)

一般商業地(N=558)

一般住宅地(N=425)

工業地(N=5)

オフィス街(N=50)

その他(N=53)

30人未満(N=485)

30〜60人未満(N=423)

60人以上(N=338)

女性部がある 女性部はない
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女性部構成員の年代は「60 歳以上」が 81.9%と最も多く、「60 歳以上」の構成比は年々高まっている。 
 

【女性部構成員の年代別分布】 

 
 

女性部主催の活動については、63.1%が「ある」と回答している。 
 

【女性部主催の活動有無】 

 
 

【女性部主催の主な活動内容】 
・祭り・町内清掃・各種イベント手伝い 
・商店街活動への参加と協力 
・定例会の開催 
・新入部員の勧誘 
・各種研修会及び勉強会への参加 
・他商店街との交流 
・商店街行事への参加、協力・自主防災会活動 
・商店街清掃 
・夏まつり、盆おどり 
・親睦会 

など     
  

1.9%

0.5%

6.5%

3.8%

6.5%

11.6%

17.0%

22.7%

81.9%

77.4%

70.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=155）

R01年（N=164）

H28年（N=167）

40歳未満 40歳〜50歳未満 50歳〜60歳未満 60歳以上

63.1%

80.4%

66.7%

36.9%

19.6%

33.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=168）

R01年（N=168）

H28年（N=177）

女性部主催の活動がある 女性部主催の活動はない
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⑤総会・予算等の状況 

■総会等の開催回数 

総会の年間実施回数については「年１回」が最も多く 87.8%を占めているが、「年０回（開催なし）」が増加し、
10.8%となっている。役員会の年間実施回数についても同様の傾向で、「年５回未満」の回答が最も高いうえ、前回
調査（令和元年）から 9.4 ポイント増加し 52.2%となっている。専門部会の年間実施回数についても「年５回未
満」の回答が最も多く 76.3%となっている。 
 

【総会等の開催回数（平均）】 

 
【総会の年間実施回数】 

 
【役員会の年間実施回数】 

 
【専門部会の年間実施回数】 

 

総会(N=1274) 役員会(N=1227) その他の会議(N=733)

平均（回） 0.9 5.7 3.7

10.8%

3.4%

1.9%

87.8%

94.8%

89.0%

1.0%

1.4%

4.2%

0.5%

0.4%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1274）

R01年（N=1361）

H28年（N=1504）

年0回（開催なし） 年1回 年2回 年3回以上

52.2%

42.8%

38.7%

18.2%

20.6%

23.3%

27.8%

34.0%

35.0%

1.8%

2.6%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1227）

R01年（N=1250）

H28年（N=1360）

年5回未満 年5〜10回未満 年10〜15回未満 年15回以上

76.3%

66.7%

64.0%

9.3%

15.8%

15.1%

10.0%

10.0%

12.1%

4.5%

7.5%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=733）

R01年（N=730）

H28年（N=577）

年5回未満 年5〜10回未満 年10〜15回未満 年15回以上
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■年間総事業予算額の状況 

年間総事業予算額については「100 万円未満」が最も多く 32.2%となっている。 
 

【年間総事業予算額】 

 
 

【年間総事業予算額（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

  

32.2%

29.1%

32.6%

25.4%

26.7%

27.2%

15.5%

18.0%

15.9%

13.9%

12.6%

10.9%

12.9%

13.4%

13.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1043）

R01年（N=1091）

H28年（N=1192）

100万円未満 100〜250万円未満 250〜500万円未満 500〜1000万円未満 1000万円以上

32.2%

30.3%

37.9%

9.1%

13.4%

38.7%

17.0%

26.4%

46.3%

66.7%

30.0%

35.0%

58.2%

25.4%

7.2%

25.4%

24.9%

26.9%

15.9%

13.4%

29.5%

22.6%

27.1%

24.0%

33.3%

27.5%

30.0%

23.7%

35.6%

16.2%

15.5%

15.8%

14.8%

18.2%

15.3%

15.5%

15.3%

17.5%

14.2%

17.5%

15.0%

8.2%

19.8%

19.6%

13.9%

14.2%

12.9%

15.9%

25.0%

10.9%

18.7%

16.0%

9.5%

12.5%

7.5%

5.3%

14.0%

24.7%

12.9%

14.8%

7.6%

40.9%

32.9%

5.3%

26.4%

13.1%

5.9%

12.5%

12.5%

4.5%

5.2%

32.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1043)

区部(N=779)

市町村部(N=264)

事業協同組合(N=44)

商店街振興組合(N=216)

任意団体（未組織）(N=772)

繁華街(N=235)

一般商業地(N=451)

一般住宅地(N=337)

工業地(N=3)

オフィス街(N=40)

その他(N=40)

30人未満(N=376)

30〜60人未満(N=343)

60人以上(N=291)

100万円未満 100〜250万円未満 250〜500万円未満
500〜1000万円未満 1000万円以上

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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■月会費の状況 

１店舗あたりの平均月会費については「1000〜3000 円未満」が 47.9%と最も高く、前回調査（令和元年）と
同様の結果となっている。会費の徴収方法も「均等割」が 58.8%となっており、前回、前々回の調査からほぼ変化は
見られない。 

【1 店舗あたりの平均月会費】 

 
 

【1 店舗あたりの平均月会費（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 
  

11.6%

13.1%

10.1%

47.9%

47.4%

51.3%

16.7%

16.2%

15.4%

8.6%

9.0%

7.7%

15.2%

14.2%

15.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1192）

R01年（N=1287）

H28年（N=1340）

1000円未満 1000〜3000円未満 3000〜5000円未満
5000〜10000円未満 10000円以上

11.6%

11.0%

13.2%

7.6%

13.1%

6.4%

9.5%

16.1%

20.0%

9.8%

12.0%

17.8%

9.4%

5.5%

47.9%

47.1%

50.3%

36.4%

24.9%

54.6%

33.9%

51.2%

51.8%

60.0%

46.3%

48.0%

48.6%

54.5%

40.3%

16.7%

18.3%

12.3%

18.2%

35.0%

11.9%

25.4%

17.1%

12.2%

14.6%

8.0%

10.9%

14.2%

26.8%

8.6%

8.0%

10.3%

22.7%

15.6%

6.2%

14.8%

9.1%

6.1%

20.0%

7.3%

12.0%

6.7%

8.1%

12.3%

15.2%

15.6%

13.9%

22.7%

16.9%

14.1%

19.5%

13.2%

13.7%

22.0%

20.0%

16.0%

13.7%

15.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1192)

区部(N=882)

市町村部(N=310)

事業協同組合(N=44)

商店街振興組合(N=237)

任意団体（未組織）(N=898)

繁華街(N=236)

一般商業地(N=516)

一般住宅地(N=409)

工業地(N=5)

オフィス街(N=41)

その他(N=50)

30人未満(N=449)

30〜60人未満(N=393)

60人以上(N=310)

1000円未満 1000〜3000円未満 3000〜5000円未満
5000〜10000円未満 10000円以上

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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【会費の徴収方法】 

 
※差等割︓組合の在籍年数や個店の規模・売上などに応じて会費に差を設ける方法 

 
【会費の徴収方法（組織形態別、規模別）】 

 
※差等割︓組合の在籍年数や個店の規模・売上などに応じて会費に差を設ける方法 

 
  

58.8%

58.8%

58.3%

27.6%

26.6%

28.3%

13.6%

14.7%

13.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1258）

R01年（N=1273）

H28年（N=1361）

均等割 差等割 その他

58.8%

46.0%

42.2%

64.2%

71.5%

59.4%

41.6%

27.6%

28.0%

44.6%

22.8%

18.4%

26.4%

40.4%

13.6%

26.0%

13.2%

13.0%

10.1%

14.2%

17.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1258)

事業協同組合(N=50)

商店街振興組合(N=258)

任意団体（未組織）(N=935)

30人未満(N=467)

30〜60人未満(N=416)

60人以上(N=329)

均等割 差等割 その他

組
織
形
態
別

規
模
別
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⑥商店街事務所・専従職員の状況 

■商店街事務所の状況 

商店街事務所の有無は「ある」の割合が 21.1％、「ない」の割合が 78.9％であった。商店街事務所の面積につい
ては「20〜40 ㎡未満」の割合が最も高く、39.0%となっている。 
 

【商店街事務所の有無】 

 
 

【商店街事務所の有無（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

21.1%

20.6%

19.7%

78.9%

79.4%

80.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1309）

R01年（N=1320）

H28年（N=1409）

事務所がある 事務所はない

21.1%

23.3%

14.5%

70.6%

55.5%

8.9%

35.4%

23.6%

12.8%

16.7%

17.6%

13.0%

5.1%

14.8%

50.4%

78.9%

76.7%

85.5%

29.4%

44.5%

91.1%

64.6%

76.4%

87.2%

83.3%

82.4%

87.0%

94.9%

85.2%

49.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1309)

区部(N=978)

市町村部(N=331)

事業協同組合(N=51)

商店街振興組合(N=265)

任意団体（未組織）(N=977)

繁華街(N=274)

一般商業地(N=560)

一般住宅地(N=430)

工業地(N=6)

オフィス街(N=51)

その他(N=54)

30人未満(N=490)

30〜60人未満(N=426)

60人以上(N=337)

事務所がある 事務所はない

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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【商店街事務所の面積】 

 
 
  

20.2%

18.0%

21.8%

39.0%

34.6%

35.4%

15.4%

17.5%

17.9%

8.3%

8.3%

8.7%

3.5%

7.9%

5.7%

3.5%

6.6%

3.9%

3.9%

2.2%

1.7%

6.1%

4.8%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=228）

R01年（N=228）

H28年（N=229）

20㎡未満 20〜40㎡未満 40〜60㎡未満 60〜80㎡未満
80〜100㎡未満 100〜150㎡未満 150〜200㎡未満 200㎡以上
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■専従従業員の状況 

商店街事務所の専従職員の有無は「いる」の割合が 14.7％、「いない」が 85.3％であった。専従従業員の人数は
「１人」が 61.4%を占めている。 

【専従従業員の有無】 

 
 

【専従従業員の人数】 

 
 

【専従従業員の人数（組織形態別、規模別）】 

 
  

14.7%

14.8%

12.3%

85.3%

85.2%

87.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1253）

R01年（N=1260）

H28年（N=1350）

専従職員がいる 専従職員はいない

61.4%

60.1%

57.1%

20.9%

22.7%

24.3%

8.9%

7.4%

7.9%

8.9%

9.8%

10.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=158）

R01年（N=163）

H28年（N=140）

1人 2人 3人 4人以上

61.4%

68.2%

56.3%

74.3%

64.7%

77.8%

58.8%

20.9%

13.6%

27.1%

11.4%

23.5%

7.4%

19.6%

8.9%

13.6%

8.3%

5.7%

5.9%

7.4%

10.8%

8.9%

4.5%

8.3%

8.6%

5.9%

7.4%

10.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=158)

事業協同組合(N=22)

商店街振興組合(N=96)

任意団体（未組織）(N=35)

30人未満(N=17)

30〜60人未満(N=27)

60人以上(N=102)

1人 2人 3人 4人以上

組
織
形
態
別

規
模
別
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（３）他団体への加入・連携状況 

①区市商店街（振興組合）連合会への加入状況 

■加入有無 

区市商店街（振興組合）連合会への加入状況は「加入している」の割合が 72.6％、「加入していない」が
27.4%であり、「加入している」の割合が増加している。 

【区市商店街（振興組合）連合会への加入有無】 

 
 

【区市商店街（振興組合）連合会への加入有無（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

72.6%

71.0%

66.5%

27.4%

29.0%

33.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1308）

R01年（N=1380）

H28年（N=1321）

区市商店街（振興組合）連合会に加入している 区市商店街（振興組合）連合会に加入していない

72.6%

78.1%

56.1%

74.0%

91.5%

67.1%

80.4%

72.9%

68.2%

83.3%

88.2%

50.0%

65.4%

72.5%

81.8%

27.4%

21.9%

43.9%

26.0%

8.5%

32.9%

19.6%

27.1%

31.8%

16.7%

11.8%

50.0%

34.6%

27.5%

18.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1308)

区部(N=982)

市町村部(N=326)

事業協同組合(N=50)

商店街振興組合(N=271)

任意団体（未組織）(N=971)

繁華街(N=276)

一般商業地(N=560)

一般住宅地(N=431)

工業地(N=6)

オフィス街(N=51)

その他(N=54)

30人未満(N=486)

30〜60人未満(N=426)

60人以上(N=340)

区市商店街（振興組合）連合会に加入している 区市商店街（振興組合）連合会に加入していない

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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■加入メリット 

区市商店街連合会への加入メリットとしては「情報の入手・情報交換」や「イベントへの参加」、「共通商品券の取り
扱い」、「補助金」、「他団体との交流」が挙げられている。 

【区市商店街（振興組合）連合会への加入メリット】 
・各種情報が手に入る／情報交換 
・イベント・キャンペーンに参加できる／イベントの共催／イベントによる集客 
・区内共通商品券取り扱いができる 
・電気代等の補助金がある／補助金による事業の実施 
・他商店会との交流 

など    
 

■加入していない理由 

区市商店街（振興組合）連合会へ加入していない理由は「商店数が少ない、弱小である」の割合が 56.9％で
最も高く、前回調査(令和元年)と比較して 14.4 ポイント増加している。 
 

【区市商店街（振興組合）連合会へ加入していない理由（複数回答）】 

 
  

56.9%

31.0%

28.2%

27.6%

5.7%

5.2%

42.5%

22.4%

13.2%

22.4%

2.4%

4.8%

39.8%

16.5%

12.0%

27.2%

1.1%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

商店数が少ない、弱小である

加入のメリットがない、必要がない

会費負担、財政的な負担

商工会、商工会議所、商連に参加

認知していないかった

その他

R04年（N=348）

R01年（N=416）

H28年（N=467）
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②東京都商店街（振興組合）連合会への加入状況 

■加入有無 

東京都商店街（振興組合）連合会への加入状況は「加入している」の割合が 30.4％、「加入していない」が
69.6%であった。 
 

【東京都商店街（振興組合）連合会への加入有無】 

 
 

【東京都商店街（振興組合）連合会への加入有無（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

30.4%

30.9%

31.7%

69.6%

69.1%

68.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1245）

R01年（N=882）

H28年（N=859）

東京都商店街（振興組合）連合会に加入している 東京都商店街（振興組合）連合会に加入していない

30.4%

34.7%

17.8%

14.6%

76.3%

18.8%

36.0%

31.3%

29.0%

36.7%

24.1%

20.8%

24.8%

49.8%

69.6%

65.3%

82.2%

85.4%

23.7%

81.3%

64.0%

68.7%

71.0%

100.0%

63.3%

75.9%

79.2%

75.2%

50.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1245)

区部(N=930)

市町村部(N=315)

事業協同組合(N=48)

商店街振興組合(N=253)

任意団体（未組織）(N=928)

繁華街(N=264)

一般商業地(N=537)

一般住宅地(N=404)

工業地(N=6)

オフィス街(N=49)

その他(N=54)

30人未満(N=466)

30〜60人未満(N=404)

60人以上(N=325)

東京都商店街（振興組合）連合会に加入している 東京都商店街（振興組合）連合会に加入していない

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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■加入メリット 

東京都商店街（振興組合）連合会への加入メリットとしては補助金や各種情報収集、運営サポートが受けられる
ことなどが挙げられている。 

【東京都商店街（振興組合）連合会への加入メリット】 
・運営にかかわる正しい情報の入手が可能 
・各種補助金やセミナー等の紹介が受けられる 
・広い情報収集 
・商店街ニュース 
・総会運営サポート（総会資料作成サポート、届け出支援） 
・商業フラッグ作成時のデザインサポート 
・定款・規約の変更の相談/法務局への届出書の作成等 
・イベントの時に補助金がでる 

など    
 

■加入していない理由 

東京都商店街（振興組合）連合会へ加入していない理由は「区市の商店連合会に加入しているから」の割合が
52.4％と最も高い。次いで「商店数が少ない、弱小である」が 35.9％と高い。 
 

【東京都商店街（振興組合）連合会へ加入していない理由】（複数回答） 

 
  

52.4%

35.9%

21.3%

19.1%

15.9%

3.0%

48.8%

25.1%

12.0%

19.1%

7.9%

2.9%

44.6%

26.5%

11.5%

6.4%

7.8%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

区市の商店連合会に加入しているから

商店数が少ない、弱小である

加入のメリットがない、必要がない

会費負担、財政的な負担

認知していないかった

その他

R04年（N=822）

R01年（N=882）

H28年（N=1065）
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③他団体との連携状況 

■他団体との連携状況 

他団体との連携については「連携している」が 64.1%となっている。 
 

【他団体との連携有無】 

 
 

【他団体との連携有無（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

64.1%

71.4%

60.0%

35.9%

28.6%

40.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1319）

R01年（N=1217）

H28年（N=1073）

他団体と連携している 他団体と連携していない

64.1%

61.1%

73.2%

80.4%

72.3%

61.1%

79.9%

65.0%

54.7%

66.7%

72.5%

61.8%

49.3%

70.0%

80.1%

35.9%

38.9%

26.8%

19.6%

27.7%

38.9%

20.1%

35.0%

45.3%

33.3%

27.5%

38.2%

50.7%

30.0%

19.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1319)

区部(N=987)

市町村部(N=332)

事業協同組合(N=51)

商店街振興組合(N=271)

任意団体（未組織）(N=981)

繁華街(N=278)

一般商業地(N=565)

一般住宅地(N=435)

工業地(N=6)

オフィス街(N=51)

その他(N=55)

30人未満(N=493)

30〜60人未満(N=427)

60人以上(N=342)

他団体と連携している 他団体と連携していない

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別



  
 

  
- 38 - 

連携の相手先は「自治会・町内会」が 78.3%と最も高く、次いで「商工会・商工会議所」が 33.9%、「区市町村
等の行政機関」が 33.3%となっている。 

【連携の相手先（複数回答）】 

 
 

連携の内容は「イベント」が 82.2%と最も多くなっており、次いで「防災・防犯」が 52.9%となっている。 
【連携して取り組んでいる内容（複数回答）】 

 
  

78.3%

33.9%

33.3%

17.1%

13.6%

11.3%

10.3%

10.0%

7.5%

72.1%

20.3%

23.0%

72.1%

12.6%

44.9%

7.3%

5.3%

5.4%

49.4%

23.1%

30.7%

49.4%

12.6%

54.3%

10.6%

0.0%

6.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

自治会・町内会

商工会・商工会議所

区市町村等の行政機関

その他地域住民・地域団体

大学等

他の商店街

NPO法人

民間企業等

その他

R04年（N=843）
R01年（N=882）
H28年（N=720）

82.2%

52.9%

35.9%

32.1%

28.7%

23.3%

18.2%

14.9%

10.9%

10.6%

4.2%

3.9%

79.6%

40.8%

29.0%

19.2%

17.5%

15.1%

12.1%

11.3%

8.5%

4.7%

1.6%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

イベント（期間を決めて実施する祭りや抽選会等）

防災・防犯

環境美化・清掃・リサイクル活動

街づくり・再開発

商品券、ポイント・スタンプカード

情報発信（マップ、ホームページ等）

スタンプラリー

共同販売（売り出し、セール等）

芸術・文化活動

福祉・青少年育成・チャリティ関連活動

各種調査

その他

R04年（N=804）

R01年（N=1170）
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【その他の内容】 
・イベントへの協力 
・意見交換や情報共有の場づくり 
・交通安全 
・子育て支援 
・貸し傘 
・町会の会議室を借用 
・統一フラッグの掲出 
・防災活動                                                   など        
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（４）個店の加入状況・業種構成 

①個店の加入状況 

■個店の加入状況 

個店の商店街組織への加入率は「80％以上」の割合が 41.4％で最も高い。しかしその割合は前回調査(令和元

年)から 8.0 ポイント減少している。 

【個店の加入率】 

 
 

【個店の加入率（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

7.1%

9.1%

7.9%

24.5%

16.4%

19.5%

27.0%

25.0%

24.3%

41.4%

49.4%

48.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1290）

R01年（N=1270）

H28年（N=1248）

20％未満 20％以上 60％未満 60％以上 80％未満 80％以上

7.1%

6.9%

7.9%

4.0%

6.4%

7.4%

9.4%

6.3%

6.3%

16.7%

16.3%

13.0%

9.8%

5.5%

4.8%

24.5%

22.4%

30.9%

20.0%

22.8%

25.3%

27.2%

24.5%

24.1%

50.0%

38.8%

23.9%

25.9%

22.9%

25.4%

27.0%

27.0%

26.8%

24.0%

27.7%

26.8%

18.8%

31.3%

26.4%

33.3%

20.4%

21.7%

23.6%

28.8%

28.4%

41.4%

43.7%

34.4%

52.0%

43.1%

40.5%

44.6%

37.9%

43.2%

24.5%

41.3%

40.6%

42.9%

41.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1290)

区部(N=973)

市町村部(N=317)

事業協同組合(N=50)

商店街振興組合(N=267)

任意団体（未組織）(N=958)

繁華街(N=276)

一般商業地(N=552)

一般住宅地(N=428)

工業地(N=6)

オフィス街(N=49)

その他(N=46)

30人未満(N=478)

30〜60人未満(N=420)

60人以上(N=335)

20％未満 20％以上 60％未満 60％以上 80％未満 80％以上

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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個店が加入しない理由としては「活動内容にメリットが感じられない」が最も多く挙げられており 50.0%となっている。

「その他」を除くすべての選択肢が前回調査(令和元年)よりも多く選択されている。 

 

【個店が加入しない主な理由（複数回答）】 

 
  

50.0%

36.6%

34.6%

28.8%

12.4%

37.6%

17.5%

19.7%

14.7%

16.7%

34.6%

14.9%

24.2%

14.2%

12.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

活動内容にメリットが感じられない

活動内容が理解されていない

個店が属する企業の方針のため

負担経費が大きい

その他
R04年（N=1158）
R01年（N=1189）
H28年（N=1136）
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【個店が加入しない主な理由（複数回答）（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 
  

50.0%

49.6%

51.2%

41.9%

46.1%

51.6%

39.3%

51.3%

56.3%

83.3%

40.9%

53.2%

50.6%

52.2%

45.9%

36.6%

35.9%

38.9%

20.9%

43.2%

35.7%

37.7%

40.3%

33.0%

33.3%

36.4%

25.5%

25.8%

38.6%

49.4%

34.6%

35.6%

31.6%

48.8%

42.3%

31.7%

44.9%

36.4%

27.6%

0.0%

43.2%

29.8%

26.3%

36.5%

42.8%

28.8%

29.7%

26.0%

32.6%

41.5%

25.2%

32.0%

31.9%

25.2%

16.7%

34.1%

21.3%

23.6%

22.9%

43.4%

12.4%

13.1%

10.5%

7.0%

12.0%

12.7%

16.2%

10.4%

11.3%

16.7%

20.5%

21.3%

16.1%

12.1%

8.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1158)

区部(N=873)

市町村部(N=285)

事業協同組合(N=43)

商店街振興組合(N=241)

任意団体（未組織）(N=861)

繁華街(N=247)

一般商業地(N=511)

一般住宅地(N=373)

工業地(N=6)

オフィス街(N=44)

その他(N=47)

30人未満(N=403)

30〜60人未満(N=389)

60人以上(N=318)

活動内容にメリットが感じられない

活動内容が理解されていない

個店が属する企業の方針のため

負担経費が大きい

その他

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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■個店の加入促進のための対策 

個店の加入促進のための対策は、「実施している」は 33.2％、「実施していない」は 66.8％であった。前回調査
（令和元年）と比べると「実施している」は 8.1 ポイント減少している。 
 

【個店の加入を促進するための対策の実施有無】 

 
 

【個店の加入を促進するための対策の実施有無（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 
  

33.2%

41.3%

36.4%

66.8%

58.7%

63.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1236）

R01年（N=1205）

H28年（N=1179）

実施している 実施していない

33.2%

33.3%

32.8%

38.6%

48.2%

28.9%

42.0%

35.2%

25.7%

16.7%

43.8%

26.5%

17.5%

31.2%

56.8%

66.8%

66.7%

67.2%

61.4%

51.8%

71.1%

58.0%

64.8%

74.3%

83.3%

56.3%

73.5%

82.5%

68.8%

43.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1236)

区部(N=928)

市町村部(N=308)

事業協同組合(N=44)

商店街振興組合(N=253)

任意団体（未組織）(N=925)

繁華街(N=264)

一般商業地(N=534)

一般住宅地(N=405)

工業地(N=6)

オフィス街(N=48)

その他(N=49)

30人未満(N=464)

30〜60人未満(N=401)

60人以上(N=322)

実施している 実施していない

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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【個店の加入を促進するための対策の実施内容】 
・HP、広報誌等へ加入募集のお知らせの掲載 
・新規オープン店舗へ加入のお願い 
・個店新規出店に際しアプローチする 
・OPEN の時に勧誘する、メリットを広報する 
・加入促進チラシの作成及び配布・声かけ活動 
・チラシ等の配布・宣伝 
・勧誘活動・イベントのメリットを伝える 
・業種別商店街マップの作成 
・SNS による情報発信の代行などメリットを説明する 
・商店会への加入促進文書の配布 
・LINE 等を活用した情報発信 
・PR 活動、個別訪問 
・会長・役員等が訪問 
・市役所作成による「大型ポスター」掲示 
・イベントへの参加を認めて、加入へ導いている 
 

など      
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②商店街加入店舗の状況・業種構成 

■商店街の加入店舗数の状況 

商店街の平均加入店舗数は 52.9 店舗となっている。また、組織形態別にみると「商店街振興組合」が平均 86.5
店舗と最も多く、次いで事業協同組合が平均 85.1 店舗となっている。 
 

【平均加入店舗数】 

 
 

【平均加入店舗数(地域別、組織形態別、立地環境別)】 

 
  

52.9 

45.9 

48.6 

0 10 20 30 40 50 60

R04年（N=675）

R01年（N=1265）

H28年（N=761）

52.9 

54.5 

48.0 

85.1 

86.5 

39.6 

72.3 

58.6 

39.2 

15.8 

44.6 

42.2 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体(N=675)

区部(N=507)

市町村部(N=168)

事業協同組合(N=25)

商店街振興組合(N=157)

任意団体（未組織）(N=485)

繁華街(N=135)

一般商業地(N=310)

一般住宅地(N=220)

工業地(N=4)

オフィス街(N=26)

その他(N=25) 平均加入店舗数

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

（単位︓店舗） 

（単位︓店舗） 
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■商店街の加入店舗の業種構成 
加入店舗の業種別割合をみると、「飲食店」が 36.3%で最も多くなっている。また、前回調査（令和元年）で最

も高かった「小売業」は 3.5 ポイント減少し 33.8%となっている。 
【加入店舗の業種別割合】 

 
 

業種別平均店舗数をみると「飲食店」が 13.1 店舗で最も多い。店舗数の多い「飲食店」「飲食料品小売業」「洗
濯・理容・美容・浴場業」「その他小売業」はいずれも前回調査（令和元年）から店舗数が減少している。 

【加入店の業種別平均店舗数】 

 
  

33.8%

37.3%

36.3%

36.0%

12.7%

13.9%

17.2%

12.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1252）

R01年（N=1265）

小売業 飲食店 サービス業 その他

13.1 

4.3 

3.5 

3.3 

2.5 

1.8 

1.0 

0.9 

0.8 

0.4 

0.3 

6.7 

14.3 

5.3 

4.2 

5.9 

2.7 

0.7 

0.8 

0.6 

0.8 

0.8 

0.1 

5.3 

0 2 4 6 8 10 12 14 16

飲食店

飲食料品小売業

洗濯・理容・美容・浴場業

その他小売業

織物・衣服・身の回り品小売業

各種商品小売業

その他生活関連サービス業

持ち帰り・配達飲食サービス業

機械器具小売業

娯楽業

無店舗小売業

その他

R04年（N=1252）

R01年（N=1265）

（単位︓店舗） 
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不足している業種としては「鮮魚店」が最も多く 52.9%で挙げられている。次いで「精肉店」「青果物店」が多い。
「その他」を除くすべての業種が前回よりも多く挙げられている 

【不足している業種（複数回答）】 

 
  

52.9%
45.4%

39.5%
29.3%

28.8%
27.0%

23.7%
23.6%
23.4%

21.7%
20.8%
20.6%
20.5%

19.3%
19.3%

17.6%
17.2%
17.1%
16.7%

15.9%
14.0%
13.8%

11.9%
11.4%

7.9%
10.4%

42.2%
35.2%

28.2%
16.2%

12.2%
13.2%

12.1%
5.6%

4.9%
7.9%

3.8%
4.1%

14.7%
10.4%

7.1%
8.9%

1.9%
5.7%

3.3%
2.2%

12.5%
6.3%

7.2%
4.3%

1.5%
10.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

鮮魚店
精肉店

青果物店
書籍・文具店

衣料品店
惣菜店

菓子・パン店
豆腐店

靴・鞄店
酒店

レコード・楽器店
玩具店

食品スーパー
家庭用品店

家電店
ドラッグストア

写真店
花・植木店

米穀店
茶・海苔店

飲食店
ファーストフード店

コンビニエンスストア
持ち帰り弁当

宅配飲食サービス
その他

R04年（N=1105）

R01年（N=1133）
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③チェーン店の状況 

■チェーン店の状況 

チェーン店の有無は「ある」が 74.6%を占める。規模別にみると規模が大きくなるほど「ある」の割合が増えている。 
【チェーン店の有無】 

 
 

【チェーン店の有無（地域別、組織形態別、立地状況別、規模別）】 

 

74.6%

72.0%

72.8%

25.4%

28.0%

27.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1282）

R01年（N=1233）

H28年（N=1211）

チェーン店がある チェーン店はない

74.6%

77.3%

66.5%

81.6%

86.4%

70.9%

83.7%

81.0%

61.7%

83.3%

84.3%

63.5%

56.1%

79.5%

94.0%

25.4%

22.7%

33.5%

18.4%

13.6%

29.1%

16.3%

19.0%

38.3%

16.7%

15.7%

36.5%

43.9%

20.5%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1282)

区部(N=963)

市町村部(N=319)

事業協同組合(N=49)

商店街振興組合(N=257)

任意団体（未組織）(N=960)

繁華街(N=270)

一般商業地(N=558)

一般住宅地(N=418)

工業地(N=6)

オフィス街(N=51)

その他(N=52)

30人未満(N=476)

30〜60人未満(N=420)

60人以上(N=331)

チェーン店がある チェーン店はない
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チェーン店の数は「10 店以上」が 27.4%で最も多く、前回調査（令和元年）から 7.1 ポイント増加している。一
方、前回調査（令和元年）で最も多かった「1 店」は 6.7 ポイント減少している。 

【チェーン店の店舗数】 

 

 
チェーン店の加入率※は「100%」が 42.4%を占め最も多い。 

【チェーン店の加入率】 

 
  ※ ここでいう加入率は、各商店街のエリア内に立地しているチェーン店舗が、各商店街組織に属している割合を指す。 

16.2%

22.9%

24.4%

16.5%

18.9%

17.4%

12.2%

11.8%

13.1%

7.9%

7.5%

8.7%

8.3%

5.8%

6.7%

11.5%

12.8%

12.0%

27.4%

20.3%

17.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=890）

R01年（N=822）

H28年（N=823）

1店 2店 3店 4店 5店 6〜10店未満 10店以上

8.8%

8.3%

25.3%

7.1%

5.4%

4.4%

12.4%

11.4%

8.0%

18.1%

16.0%

15.8%

11.1%

9.9%

7.7%

42.4%

49.1%

38.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=773）

R01年（N=687）

H28年（N=823）

0%_ 25％未満 25〜50％未満 50〜75％未満 75〜100％未満 100%_
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【チェーン店の加入率（地域別、組織形態別、立地状況別、規模別）】 

 
  

8.8%

7.2%

14.5%

12.9%

4.5%

9.9%

4.2%

9.3%

11.4%

6.7%

15.4%

14.9%

8.1%

3.6%

7.1%

6.5%

9.2%

6.5%

6.7%

7.4%

10.2%

5.3%

6.0%

25.0%

23.3%

3.8%

10.1%

6.3%

4.8%

12.4%

10.2%

20.2%

3.2%

11.2%

13.1%

15.6%

10.3%

12.4%

16.7%

23.1%

9.6%

12.0%

15.9%

18.1%

17.5%

20.2%

16.1%

21.8%

17.3%

21.0%

21.2%

11.4%

25.0%

6.7%

11.5%

10.1%

17.6%

25.5%

11.1%

12.3%

6.9%

16.1%

19.6%

8.1%

12.0%

11.9%

9.5%

6.7%

11.5%

4.3%

8.8%

19.5%

42.4%

46.3%

28.9%

45.2%

36.3%

44.2%

37.1%

41.9%

49.3%

50.0%

40.0%

34.6%

51.0%

47.2%

30.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=773)

区部(N=600)

市町村部(N=173)

事業協同組合(N=31)

商店街振興組合(N=179)

任意団体（未組織）(N=556)

繁華街(N=167)

一般商業地(N=377)

一般住宅地(N=201)

工業地(N=4)

オフィス街(N=30)

その他(N=26)

30人未満(N=208)

30〜60人未満(N=284)

60人以上(N=251)

0%_ 25％未満 25〜50％未満 50〜75％未満 75〜100％未満 100%_
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（５）商店街を取り巻く環境 

①現在の景況 

■現在の景況 

現在の景況については「衰退している」が 36.6%と最も多くなっている。「やや衰退している」と合わせると 65.8%と
なっており、前回調査（令和元年）から 5.4 ポイント増加している。 
 

【現在の景況】 

 
 
  

3.0%

4.5%

3.6%

7.6%

7.2%

8.5%

23.6%

27.8%

23.7%

29.2%

25.2%

25.4%

36.6%

35.2%

38.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1283）

R01年（N=1301）

H28年（N=1312）

繁栄している やや繁栄している 良くも悪くもない やや衰退している 衰退している
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【現在の景況（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 
 

 

  

3.0%

3.6%

1.2%

6.0%

6.0%

1.9%

11.0%

1.3%

0.5%

1.9%

1.5%

1.2%

7.2%

7.6%

8.2%

5.9%

2.0%

11.3%

6.8%

16.9%

7.2%

2.6%

7.7%

7.7%

4.6%

8.1%

11.3%

23.6%

23.6%

23.5%

24.0%

27.2%

22.5%

28.7%

28.0%

15.8%

16.7%

25.0%

21.2%

17.7%

23.8%

32.2%

29.2%

28.9%

30.0%

42.0%

27.2%

29.0%

26.1%

31.5%

27.4%

50.0%

44.2%

30.8%

26.7%

31.8%

29.0%

36.6%

35.6%

39.3%

26.0%

28.3%

39.8%

17.3%

32.0%

53.7%

33.3%

23.1%

38.5%

49.5%

35.2%

20.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1283)

区部(N=960)

市町村部(N=323)

事業協同組合(N=50)

商店街振興組合(N=265)

任意団体（未組織）(N=952)

繁華街(N=272)

一般商業地(N=553)

一般住宅地(N=419)

工業地(N=6)

オフィス街(N=52)

その他(N=52)

30人未満(N=475)

30〜60人未満(N=421)

60人以上(N=335)

繁栄している やや繁栄している 良くも悪くもない やや衰退している 衰退している
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②環境の変化 

■ 約３年前（新型コロナウイルス感染症の流行以前）と現在の比較・今後 2〜3 年後の予測
（概要） 

環境の変化について、約３年前（新型コロナウイルス感染症の流行以前）と現在の比較については、売上、来街
者数、店舗数の「減少」の割合が高い。 
 

【環境の変化 約３年前（新型コロナウイルス感染症の流行以前）と現在の比較】 

 

 
 

一方、今後 2〜3 年後の予測についても、売上、来街者数、店舗数の「減少」の割合が高い。 
 

【環境の変化 今後 2〜3 年後の予測】 

 

  

2.2%

11.7%

5.1%

3.7%

1.7%

68.2%

60.4%

44.0%

23.3%

13.7%

29.6%

28.0%

50.9%

73.0%

84.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①商圏の広さ(N=1252)

②商圏内人口(N=1244)

③店舗数(N=1260)

④来街者数(N=1257)

⑤売上(N=1251)

増加 変化なし 減少

9.2%

22.4%

13.5%

25.2%

22.7%

68.2%

53.0%

45.3%

32.6%

28.9%

22.6%

24.7%

41.2%

42.2%

48.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①商圏の広さ(N=1212)

②商圏内人口(N=1208)

③店舗数(N=1216)

④来街者数(N=1216)

⑤売上(N=1210)

増加 変化なし 減少
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■ 約３年前（新型コロナウイルス感染症の流行以前）と現在の比較（詳細） 

過去３年における商圏の広さについては「変化なし」が 68.2%で最も多くなっているが「減少」が 3.0 ポイント増加し
ている。 
 

【商圏の広さ】 

 

 
【商圏の広さ（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

  

2.2%

7.6%

68.2%

65.8%

29.6%

26.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1252）

R01年（N=1197）

増加 変化なし 減少

2.2%

2.5%

1.6%

2.0%

2.7%

2.2%

2.2%

2.4%

2.4%

4.1%

2.2%

1.5%

3.0%

68.2%

67.3%

71.0%

70.6%

71.9%

67.2%

65.9%

71.7%

66.7%

83.3%

59.2%

72.5%

63.4%

71.4%

69.7%

29.6%

30.3%

27.4%

27.5%

25.4%

30.6%

31.9%

25.8%

30.8%

16.7%

36.7%

27.5%

34.4%

27.2%

27.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1252)

区部(N=935)

市町村部(N=317)

事業協同組合(N=51)

商店街振興組合(N=260)

任意団体（未組織）(N=927)

繁華街(N=270)

一般商業地(N=538)

一般住宅地(N=409)

工業地(N=6)

オフィス街(N=49)

その他(N=51)

30人未満(N=454)

30〜60人未満(N=412)

60人以上(N=330)

増加 変化なし 減少
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商圏内の人口についても「変化なし」が 60.4%で最も多くなっているが「減少」が 7.6 ポイント増加している。 
 

【商圏内の人口】 

 

 
【商圏内の人口（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 
  

11.7%

26.4%

60.4%

53.2%

28.0%

20.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1244）

R01年（N=1176）

増加 変化なし 減少

11.7%

12.4%

9.6%

18.0%

11.5%

11.3%

10.8%

11.6%

12.8%

16.7%

12.5%

8.0%

11.1%

12.7%

11.9%

60.4%

58.5%

65.9%

56.0%

62.7%

60.1%

55.4%

63.6%

61.4%

66.7%

33.3%

64.0%

56.4%

61.3%

63.1%

28.0%

29.1%

24.5%

26.0%

25.8%

28.6%

33.8%

24.8%

25.8%

16.7%

54.2%

28.0%

32.5%

26.0%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1244)

区部(N=930)

市町村部(N=314)

事業協同組合(N=50)

商店街振興組合(N=260)

任意団体（未組織）(N=920)

繁華街(N=269)

一般商業地(N=536)

一般住宅地(N=407)

工業地(N=6)

オフィス街(N=48)

その他(N=50)

30人未満(N=452)

30〜60人未満(N=408)

60人以上(N=328)

増加 変化なし 減少
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店舗数については「減少」が 50.9%を占めている。「減少」は前回調査（令和元年）から増加しており、「増加」は
3.2 ポイント減少して 5.1%となっている。 

【店舗数】 

 

 
【店舗数（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

  

5.1%

8.3%

44.0%

43.8%

50.9%

47.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1260）

R01年（N=1214）

増加 変化なし 減少

5.1%

4.1%

7.9%

8.0%

5.0%

5.0%

5.5%

5.2%

3.9%

16.7%

4.1%

8.0%

3.9%

6.1%

5.7%

44.0%

44.9%

41.5%

40.0%

52.3%

42.0%

49.1%

45.6%

40.3%

16.7%

28.6%

48.0%

38.7%

43.1%

51.8%

50.9%

51.0%

50.6%

52.0%

42.7%

53.0%

45.4%

49.3%

55.8%

66.7%

67.3%

44.0%

57.3%

50.8%

42.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1260)

区部(N=942)

市町村部(N=318)

事業協同組合(N=50)

商店街振興組合(N=262)

任意団体（未組織）(N=934)

繁華街(N=273)

一般商業地(N=542)

一般住宅地(N=414)

工業地(N=6)

オフィス街(N=49)

その他(N=50)

30人未満(N=457)

30〜60人未満(N=413)

60人以上(N=334)

増加 変化なし 減少
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来街者数については「減少」が 73.0%を占め、前回調査（令和元年）から 25.5 ポイント増加している。「増加」
は 13.4 ポイント減少して 3.7%となっている。 

【来街者数】 

 

 
【来街者数（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 
  

3.7%

17.1%

23.3%

35.4%

73.0%

47.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1257）

R01年（N=1193）

増加 変化なし 減少

3.7%

3.7%

3.4%

6.0%

3.1%

3.8%

5.5%

3.0%

2.9%

16.7%

4.1%

4.0%

3.5%

3.1%

5.1%

23.3%

22.3%

26.3%

16.0%

22.1%

24.2%

17.9%

22.7%

27.7%

16.7%

12.2%

32.0%

20.8%

22.3%

25.6%

73.0%

74.0%

70.2%

78.0%

74.8%

72.1%

76.6%

74.4%

69.3%

66.7%

83.7%

64.0%

75.7%

74.6%

69.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1257)

区部(N=938)

市町村部(N=319)

事業協同組合(N=50)

商店街振興組合(N=262)

任意団体（未組織）(N=931)

繁華街(N=273)

一般商業地(N=542)

一般住宅地(N=411)

工業地(N=6)

オフィス街(N=49)

その他(N=50)

30人未満(N=456)

30〜60人未満(N=413)

60人以上(N=332)

増加 変化なし 減少
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売上については「減少」が84.6%を占め、前回調査（令和元年）から 26.1ポイント増加している。「増加」は6.9
ポイント減少して 1.7%となっている。 

【売上】 

 

 
【売上（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 
  

1.7%

8.6%

13.7%

32.6%

84.6%

58.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1251）

R01年（N=1179）

増加 変化なし 減少

1.7%

1.9%

1.0%

4.0%

1.5%

1.6%

3.0%

1.1%

1.2%

2.1%

2.0%

1.5%

1.7%

2.1%

13.7%

12.4%

17.8%

12.0%

9.9%

15.1%

11.8%

13.2%

15.2%

16.7%

4.2%

22.0%

12.9%

12.4%

15.8%

84.6%

85.7%

81.3%

84.0%
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■ 今後 2〜3 年後の予測（詳細） 

今後２〜３年後の商圏の広さについては、「変化なし」との回答が最も多く 68.2％を占めている。 
【商圏の広さ】 

 

 
【商圏の広さ（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 
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商圏内の人口についても「変化なし」との回答が最も多く 53.0％を占めている。規模別にみると、規模が大きくなる
につれ「増加」の割合が高くなっている。 

【商圏内の人口】 

 

 
【商圏内の人口（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 
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店舗数についても、「変化なし」が 45.3％で最も多くなっている。規模別にみると、規模が大きくなるにつれ「増加」の
割合が高くなっている。 

【店舗数】 

 

 
【店舗数（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 
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来街者数については、「減少」が 42.2％で最も多くなっている。規模別にみると、規模が大きくなるにつれ「増加」の
割合が高くなっている。 

【来街者数】 
 

 

 
【来街者数（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 
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売上については、「減少」が 48.3％で最も多くなっている。規模別にみると、規模が大きくなるにつれ「増加」の割合
が高くなっている。 

【売上】 

 

 
【売上（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 
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③来街者の状況 

■来街者の客層 

来街者の客層については「観光客以外」が 81.3%を占めている。この割合は前回調査（令和元年）と比較する
と 11.5 ポイント減少しており、「観光客（国内）」が 7.1 ポイント増加している。 
 

【来街者の客層】 

 

 
【来街者の客層（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 
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■来街者の年齢層 

来街者の年齢層については「60 歳以上」が最も多く、過去の調査と傾向に大きな変化はない。 
 

【来街者の年齢層】 

 
※H28 以前の集計時は割合の合計が 100％とならなかった商店街については「不明」を加えて集計しているが、前回調査

からは、集計結果の把握のしやすさの観点から、割合の合計が 100％となる商店街のみを集計している（上記の H28
年の調査結果には本来「不明」が 0.8％あるが当該割合の表記は割愛している） 

 
【来街者の年齢層（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 
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■来街手段 

来街者の来街手段については「徒歩」が 53.5%を占めている。前回調査（令和元年）とほぼ同じ結果となってい
る。 

【来街者の来街手段】 

 
※H28 以前の集計時は割合の合計が 100％とならなかった商店街については「不明」を加えて集計しているが、前回調査

からは、集計結果の把握のしやすさの観点から、割合の合計が 100％となる商店街のみを集計している（上記の H28
年の調査結果には本来「不明」が 0.6％あるが当該割合の表記は割愛している） 

 

【来街者の来街手段（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

53.5%

53.1%

53.9%

23.1%

23.8%

24.0%

14.9%

14.6%

13.1%

8.5%

8.5%

8.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1093）

R01年（N=1094）

H28年（N=1220）

徒歩 自転車 バス・電車 自動車・バイク

53.5%

55.6%

47.5%

45.3%

51.6%

54.9%

38.4%

55.1%

61.6%

32.5%

48.7%

47.9%

57.0%

53.4%

48.3%

23.1%

22.5%

24.6%

19.6%

23.0%

23.2%

16.0%

24.6%

26.5%

30.8%

12.6%

19.5%

23.0%

23.7%

22.2%

14.9%

15.7%

12.6%

21.3%

18.5%

13.4%

36.6%

12.4%

3.9%

8.3%

30.8%

15.1%

11.9%

13.9%

21.0%

8.5%

6.2%

15.3%

13.7%

6.9%

8.6%

8.9%

8.0%

8.0%

28.3%

7.9%

17.5%

8.2%

9.1%

8.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1093)

区部(N=820)

市町村部(N=273)

事業協同組合(N=45)

商店街振興組合(N=226)

任意団体（未組織）(N=811)

繁華街(N=232)

一般商業地(N=471)

一般住宅地(N=361)

工業地(N=6)
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④商圏範囲と大型店の影響 

■商圏範囲と大型店の店舗数 

 商圏範囲については「半径１km 未満」が 55.2%を占めており最も多く、前回調査（令和元年）から５.0 ポイン
ト増加している。規模別にみると、規模が大きくなるにつれ商圏が広くなる傾向がある。 

【商圏範囲】 

 

【商圏範囲（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1274）

R01年（N=1255）

H28年（N=1270）

半径1km未満 半径1km以上 3km未満 半径3km以上 5km未満
半径5km以上 10km未満 半径10km以上

55.2%

59.2%

43.3%

43.8%

49.2%

57.5%

45.6%

56.9%

61.0%

33.3%

55.1%

42.3%

62.0%

56.4%

44.0%

31.3%

29.7%

36.2%

22.9%

34.6%

30.7%

27.2%

31.6%

32.1%

33.3%

30.6%

34.6%

26.9%

30.8%

38.4%

5.7%

4.3%

9.9%

16.7%

5.8%

5.3%

9.9%

6.4%

2.9%

6.1%

3.8%

5.1%

4.8%

7.4%

2.4%

1.6%

4.6%

4.2%

2.7%

2.2%

1.5%

2.7%

2.6%

16.7%

2.0%

7.7%

1.9%

2.4%

3.3%

5.4%

5.3%

5.9%

12.5%

7.7%

4.3%

15.8%

2.4%

1.4%

16.7%

6.1%

11.5%

4.1%

5.6%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1274)

区部(N=951)

市町村部(N=323)

事業協同組合(N=48)

商店街振興組合(N=260)

任意団体（未組織）(N=950)

繁華街(N=272)

一般商業地(N=548)

一般住宅地(N=421)

工業地(N=6)

オフィス街(N=49)

その他(N=52)

30人未満(N=469)

30〜60人未満(N=413)

60人以上(N=336)

半径1km未満 半径1km以上 3km未満 半径3km以上 5km未満 半径5km以上 10km未満 半径10km以上

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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商圏範囲内にある大型店の店舗数については「５店以上」が最も多く 20.1%を占めるが、前回調査（令和元
年）からは 3.3 ポイント低下している。一方「１店」「２店」「３店」の回答はいずれも増加している。 
 

【商圏範囲内にある大型店の店舗数】 

 
 

【商圏範囲内にある大型店の店舗数（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

17.3%

16.1%

15.0%

18.6%

17.2%

16.6%

19.4%

15.1%

17.7%

8.7%

9.7%

12.0%

20.1%

23.4%

21.7%

15.9%

18.5%

17.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1281）

R01年（N=1274）

H28年（N=1274）

１店 ２店 ３店 ４店 ５店以上 なし

17.3%

17.0%

18.0%

14.6%

13.9%

18.2%

11.4%

17.3%

21.4%

21.6%

15.7%

17.5%

18.1%

15.5%

18.6%

19.1%

17.0%

18.8%

23.6%

17.3%

19.5%

18.4%

19.8%

7.8%

15.7%

17.5%

16.9%

21.1%

19.4%

19.9%

18.0%

18.8%

16.6%

20.3%

17.6%

21.7%

19.8%

50.0%

11.8%

9.8%

19.9%

20.8%

19.0%

8.7%

8.7%

8.7%

12.5%

9.3%

8.4%

5.9%

9.7%

8.5%

16.7%

5.9%

15.7%

9.8%

9.3%

7.1%

20.1%

18.7%

24.5%

25.0%

23.2%

18.9%

34.2%

17.5%

14.4%

16.7%

19.6%

15.7%

18.8%

15.3%

26.8%

15.9%

16.6%

13.9%

10.4%

13.5%

17.0%

11.4%

15.3%

16.2%

16.7%

33.3%

27.5%

16.5%

19.6%

10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1281)

区部(N=958)

市町村部(N=323)

事業協同組合(N=48)

商店街振興組合(N=259)

任意団体（未組織）(N=958)

繁華街(N=272)

一般商業地(N=548)

一般住宅地(N=425)

工業地(N=6)

オフィス街(N=51)

その他(N=51)

30人未満(N=468)

30〜60人未満(N=419)

60人以上(N=336)

１店 ２店 ３店 ４店 ５店以上 なし

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
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別

規
模
別
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商圏範囲内にある大型店の店舗数の３年前と比べた増減については「変化なし」が 81.2%を占める。「増加した」
の割合は前回調査（令和元年）の 23.5％から 13.1 ポイント減少して 10.4％となり、「減少した」の割合は 4.6 ポ
イント増加して 8.3%となった。 

【商圏範囲内にある大型店の店舗数の 3 年前（新型コロナウイルス感染症の流行以前）と比べた増減】 

 
 

【商圏範囲内にある大型店の店舗数の 3 年前（新型コロナウイルス感染症の流行以前）と比べた増減】 

 

10.4%

23.5%

27.4%

81.2%

72.9%

68.9%

8.3%

3.7%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1235）

R01年（N=1257）

H28年（N=1270）

増加した 変化なし 減少した

10.4%

10.3%

10.9%

16.7%

7.1%

11.0%

7.8%

10.6%

10.9%

16.7%

10.9%

8.2%

12.9%

9.0%

9.1%

81.2%

82.0%

78.9%

77.1%

82.9%

81.0%

79.2%

82.6%

81.6%

83.3%

71.7%

83.7%

77.3%

83.8%

84.1%

8.3%

7.7%

10.2%

6.3%

9.9%

8.1%

13.0%

6.8%

7.4%

17.4%

8.2%

9.8%

7.2%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1235)

区部(N=922)

市町村部(N=313)

事業協同組合(N=48)

商店街振興組合(N=252)

任意団体（未組織）(N=919)

繁華街(N=269)

一般商業地(N=529)

一般住宅地(N=403)

工業地(N=6)

オフィス街(N=46)

その他(N=49)

30人未満(N=450)

30〜60人未満(N=402)

60人以上(N=328)

増加した 変化なし 減少した

組
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別

地
域
別
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地
環
境
別

規
模
別
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■３年前と比較した商圏内にある大型店による影響の増減 
３年前と比較した大型店の影響による来街者数の増減については 56.1%が「変化なし」と回答している。「減少し

た」との回答は 40.5%となっており、前回調査（令和元年）から 6.3 ポイント増加している。 
 

【①来街者数の増減】 

 

 
３年前と比較した大型店の影響による売上の増減についての回答は、来街者数についての回答とほぼ同様の傾向

となっている。51.6%が「変化なし」と回答している一方、「減少した」との回答は 46.7%となっており、前回調査（令
和元年）から 5.4 ポイント増加している。 
 

【②売上の増減】 

 

 
 

３年前と比較した大型店の影響による商圏の増減については 68.7%が「変化なし」と回答している。 
 

【③商圏の増減】 

 

  

3.4%

6.9%

56.1%

58.9%

40.5%

34.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1197）

R01年（N=1173）

増加した 変化なし 減少した

1.7%

2.6%

51.6%

56.0%

46.7%

41.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1181）

R01年（N=1144）

増加した 変化なし 減少した

2.4%

4.1%

68.7%

67.5%

29.0%

28.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1174）

R01年（N=1130）

拡大した 変化なし 縮小した
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■商圏に影響のあった内容（大型店の影響以外） 

大型店の影響以外で商圏に影響のあった内容については、「特になし」とする回答が 56.4%で最も多く、前回調査
（令和元年）から 8.5 ポイント増加している。「インターネット販売の普及」が次いで多いものの前回調査（令和元
年）から 6.7 ポイント減少して 17.9%となっている。 
 

【商圏に影響のあった内容（複数回答）（大型店の影響以外）】 

 
  

17.9%

12.0%

9.4%

8.0%

1.6%

10.5%

56.4%

24.6%

13.5%

11.3%

9.1%

3.5%

11.6%

47.9%

33.4%

12.8%

11.5%

11.4%

3.9%

7.4%

46.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

インターネット販売の普及

外国人来街者

メディア（TV 新聞 等）での取り上げ

交通アクセス（道路の開通・閉鎖 等）

近隣の観光施設の開業

その他

特になし

R04年（N=1132）
R01年（N=1093）
H28年（N=1129）
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⑤核となる店舗等の状況 

■核となる店舗の状況 

核となる店舗については 60.9%が「ある」と回答している。 
 

【核となる店舗の有無】 

 
 
 

核となる店舗は「スーパーマーケット」が 24.8%と最も高く、次いで「コンビニエンスストア」が 19.8％となっている。 
 

【核となる店舗（複数回答）】 

 
※前回調査（令和元年）以前では「ドラッグストア」の選択肢は設けていない 

  

60.9%

69.3%

64.1%

39.1%

30.7%

35.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1268）

R01年（N=1139）

H28年（N=1172）

核となる店舗がある 核となる店舗はない

24.8%

19.8%

14.9%

11.5%

10.4%

8.0%

6.0%

4.7%

4.3%

2.4%

39.1%

28.3%

20.6%

18.9%

13.8%

9.2%

7.8%

6.1%

4.1%

4.0%

30.7%

25.5%

20.1%

12.2%

12.9%

10.5%

8.8%

8.6%

3.5%

4.1%

35.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

スーパーマーケット

コンビニエンスストア

その他店舗

ドラッグストア

専門店

青果物店

精肉店

鮮魚店

百貨店

ディスカウントストア

核となる店舗はない

R04年（N=1268）

R01年（N=1139）

H28年（N=1172）
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【核となる店舗（複数回答）（地域別、組織形態別、立地状況別、規模別）】 

 
  

スーパー
マーケット

コンビニエ
ンスストア

その他店
舗

ドラッグス
トア 専門店 青果物

店 精肉店 鮮魚店 百貨店 ディスカウ
ントストア

核となる
店舗はな
い

全体(N=1268) 24.8% 19.8% 14.9% 11.5% 10.4% 8.0% 6.0% 4.7% 4.3% 2.4% 39.1%

区部(N=948) 26.4% 22.0% 14.9% 12.6% 10.2% 7.9% 5.9% 4.5% 4.0% 2.4% 38.2%

市町村部(N=320) 20.3% 13.1% 15.0% 8.4% 10.9% 8.1% 6.3% 5.3% 5.3% 2.2% 41.9%

事業協同組合(N=51) 25.5% 19.6% 15.7% 21.6% 19.6% 9.8% 11.8% 11.8% 5.9% 5.9% 25.5%

商店街振興組合(N=256) 37.1% 25.0% 18.4% 21.5% 14.5% 14.5% 8.2% 6.3% 5.1% 3.5% 27.0%

任意団体（未組織）(N=945) 21.6% 18.5% 13.9% 8.1% 8.6% 5.9% 4.7% 3.6% 3.9% 1.8% 43.4%

繁華街(N=268) 17.9% 15.3% 23.1% 13.1% 20.9% 5.2% 3.7% 3.0% 18.3% 7.8% 28.4%

一般商業地(N=550) 31.1% 23.3% 13.1% 13.1% 10.0% 8.5% 6.2% 5.1% 1.3% 0.5% 38.0%

一般住宅地(N=418) 23.0% 21.1% 10.8% 8.9% 5.5% 10.0% 7.4% 5.5% 0.2% 1.0% 43.3%

工業地(N=6) 33.3% 16.7% 33.3% 16.7% 0.0% 16.7% 16.7% 16.7% 0.0% 0.0% 33.3%

オフィス街(N=50) 20.0% 14.0% 16.0% 8.0% 10.0% 4.0% 4.0% 4.0% 4.0% 4.0% 50.0%

その他(N=51) 27.5% 13.7% 17.6% 13.7% 7.8% 2.0% 2.0% 2.0% 3.9% 0.0% 51.0%

30人未満(N=460) 17.4% 14.3% 13.0% 6.1% 8.7% 6.3% 6.7% 3.7% 2.6% 0.9% 49.1%

30〜60人未満(N=418) 24.2% 20.3% 15.3% 9.6% 8.6% 5.5% 3.3% 5.0% 3.3% 2.9% 37.6%

60人以上(N=335) 35.5% 27.5% 15.8% 20.6% 14.9% 11.9% 8.1% 5.4% 7.5% 3.6% 27.5%

地域別

組織形態別

立地環境別

規模別
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■集客に貢献する公共施設等の状況 

集客に貢献する公共施設等については 64.6%が「ある」と回答しており、前回調査（令和元年）から 4.4 ポイン
ト増加している。 

【集客に貢献する公共施設等の有無】 

 

 
集客に貢献する公共施設等の種類については「公園」及び「金融機関」が 19.5%で最も高くなっている。 

 
【集客に貢献する公共施設等（複数回答）】 

 

※前回調査（令和元年）以前では「病院」の選択肢は設けていない 
  

64.6%

60.2%

60.1%

35.4%

39.8%

39.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1005）

R01年（N=1037）

H28年（N=1018）

集客に貢献する公共施設・観光名所がある 集客に貢献する公共施設・観光名所はない

19.5%

19.5%

15.0%

14.1%

13.0%

9.5%

5.8%

5.7%

3.8%

2.4%

10.0%

35.4%

22.7%

21.8%

18.0%

31.4%

12.2%

7.1%

7.7%

4.0%

4.2%

11.0%

39.8%

18.5%

23.7%

19.9%

32.1%

13.8%

7.7%

8.0%

3.0%

1.8%

9.2%

40.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

公園

金融機関

病院

学校

観光名所

地区のコミュニティ会館

役所・官庁

図書館

劇場

映画館

その他施設等

集客に寄与する公共施設等はない

R04年（N=1005）

R01年（N=1037）

H28年（N=1016）
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【集客に貢献する公共施設等（複数回答）（地域別、組織形態別、立地状況別、規模別）】 

 
  

公園 金融機関 病院 学校 観光名所
地区のコ
ミュニティ
会館

役所・官
庁 図書館 劇場 映画館 その他施

設等

集客に寄
与する公
共施設等
はない

全体(N=1005) 19.5% 19.5% 15.0% 14.1% 13.0% 9.5% 5.8% 5.7% 3.8% 2.4% 10.0% 35.4%

区部(N=753) 19.9% 19.0% 15.9% 15.1% 13.8% 9.0% 5.0% 4.0% 4.5% 2.4% 9.6% 35.3%

市町村部(N=252) 18.3% 21.0% 12.3% 11.1% 10.7% 10.7% 7.9% 10.7% 1.6% 2.4% 11.1% 36.1%

事業協同組合(N=42) 26.2% 26.2% 14.3% 14.3% 21.4% 14.3% 11.9% 7.1% 4.8% 2.4% 11.9% 28.6%

商店街振興組合(N=211) 20.9% 25.1% 18.0% 14.7% 19.0% 10.4% 8.5% 6.6% 3.8% 3.8% 10.0% 28.9%

任意団体（未組織）(N=739) 18.8% 17.3% 14.1% 13.9% 10.8% 8.9% 4.5% 5.4% 3.7% 1.9% 9.7% 38.0%

繁華街(N=214) 17.8% 23.4% 10.3% 9.3% 24.3% 7.5% 7.0% 3.7% 9.3% 6.5% 13.1% 28.0%

一般商業地(N=438) 19.9% 22.4% 18.5% 13.7% 11.4% 8.7% 6.2% 6.4% 2.7% 2.3% 7.8% 36.1%

一般住宅地(N=326) 21.5% 16.3% 15.3% 19.9% 6.7% 12.9% 5.2% 6.7% 0.9% 0.0% 7.4% 38.3%

工業地(N=5) 40.0% 20.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 40.0% 20.0%

オフィス街(N=39) 23.1% 10.3% 10.3% 15.4% 12.8% 12.8% 7.7% 2.6% 10.3% 0.0% 23.1% 28.2%

その他(N=44) 15.9% 11.4% 6.8% 9.1% 22.7% 6.8% 4.5% 2.3% 2.3% 2.3% 25.0% 31.8%

30人未満(N=344) 17.7% 15.1% 11.3% 13.4% 10.5% 8.1% 4.7% 3.8% 1.7% 1.2% 7.6% 42.7%

30〜60人未満(N=339) 19.8% 18.3% 18.3% 13.3% 14.5% 8.8% 5.0% 5.9% 4.7% 1.5% 12.1% 32.7%

60人以上(N=282) 22.0% 24.5% 15.6% 15.6% 14.5% 12.4% 8.2% 7.8% 5.3% 5.3% 9.9% 30.1%

地域別

組織形態別

立地環境別

規模別
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⑥商店街が抱えている問題点 
商店街が抱える問題点としては「後継者が不足している」が最も多く 69.7%となっている。過去の調査から継続して

増加している状況となっている。 
 

【商店街が抱えている問題点（複数回答）】 

 
  

69.7%

45.6%

29.3%

27.5%

22.3%

21.8%

17.1%

16.9%

16.0%

13.3%

11.8%

4.9%

7.8%

68.4%

43.6%

32.5%

16.9%

18.4%

21.6%

13.1%

23.0%

9.8%

10.0%

7.8%

5.7%

8.5%

65.8%

45.3%

32.8%

22.0%

17.2%

24.0%

11.9%

27.6%

12.1%

0.0%

12.1%

0.0%

6.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

後継者が不足している

商店街に集客の核となる店舗がない/弱い

商店街の業種構成に不足がある

商店街活動が活発でない

空き店舗が増加している

経営力の弱い店が多い

駐車場・駐輪場が不足している

スーパー・大型店の影響で集客力が低下している

個店の商店街加入率が低い

キャッシュレス決済への対応が遅れている

来街者の高齢化への対応が遅れている

外国人来街者への対応が遅れている

その他

R04年（N=1275）

R01年（N=1275）

H28年（N=1281）
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【商店街が抱えている問題点（複数回答）（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 
  

後継者が
不足して
いる

商店街に
集客の核
となる店
舗がない/
弱い

商店街の
業種構成
に不足が
ある

商店街活
動が活発
でない

空き店舗
が増加し
ている

経営力の
弱い店が
多い

駐車場・
駐輪場が
不足して
いる

スーパー・
大型店の
影響で集
客力が低
下している

個店の商
店街加入
率が低い

キャッシュ
レス決済
への対応
が遅れて
いる

来街者の
高齢化へ
の対応が
遅れてい
る

外国人来
街者への
対応が遅
れている

その他

全体(N=1275) 69.7% 45.6% 29.3% 27.5% 22.3% 21.8% 17.1% 16.9% 16.0% 13.3% 11.8% 4.9% 7.8%

区部(N=952) 70.7% 44.0% 28.6% 28.7% 21.5% 21.4% 17.3% 16.7% 16.0% 14.1% 10.4% 5.0% 7.5%

市町村部(N=323) 66.9% 50.5% 31.3% 23.8% 24.5% 22.9% 16.4% 17.6% 16.1% 10.8% 15.8% 4.6% 8.7%

事業協同組合(N=51) 74.5% 45.1% 31.4% 23.5% 29.4% 17.6% 21.6% 19.6% 11.8% 9.8% 9.8% 2.0% 3.9%

商店街振興組合(N=262) 73.3% 40.8% 28.2% 21.8% 19.5% 14.9% 24.8% 16.4% 17.2% 18.3% 15.6% 5.3% 6.5%

任意団体（未組織）(N=947) 68.6% 47.3% 29.8% 29.5% 22.6% 24.2% 14.6% 16.6% 15.7% 12.1% 10.9% 5.1% 8.3%

繁華街(N=269) 63.2% 29.7% 20.4% 24.5% 18.2% 14.5% 24.2% 9.7% 21.2% 14.5% 13.8% 7.8% 15.2%

一般商業地(N=548) 72.8% 47.1% 31.4% 27.2% 23.7% 21.0% 16.2% 17.7% 14.2% 13.5% 10.8% 4.0% 4.7%

一般住宅地(N=426) 72.3% 54.5% 32.6% 29.8% 21.8% 27.9% 14.1% 20.4% 17.1% 14.6% 12.4% 3.8% 6.1%

工業地(N=6) 66.7% 83.3% 16.7% 50.0% 33.3% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3%

オフィス街(N=51) 64.7% 43.1% 17.6% 29.4% 23.5% 21.6% 11.8% 9.8% 25.5% 2.0% 5.9% 11.8% 11.8%

その他(N=52) 63.5% 38.5% 25.0% 19.2% 23.1% 13.5% 21.2% 21.2% 13.5% 7.7% 11.5% 3.8% 17.3%

30人未満(N=472) 64.2% 47.7% 27.1% 34.1% 25.6% 24.8% 13.3% 19.7% 14.4% 11.7% 11.0% 3.8% 7.4%

30〜60人未満(N=416) 72.1% 45.9% 30.8% 28.1% 21.6% 22.1% 15.1% 16.1% 17.3% 12.7% 12.3% 4.6% 8.2%

60人以上(N=335) 74.3% 43.9% 31.3% 17.3% 19.1% 17.9% 24.8% 13.4% 17.0% 16.4% 11.9% 6.9% 6.9%

地域別

組織形態別

立地環境別

規模別
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２ 商店街の取組 

（１）ソフト事業の実施 

①ソフト事業の実施状況 
商店街が実施している事業については、「イベント事業（期間を定めて行う事業）」の割合が 72.3％と最も高く、

次いで「商店街共通商品券」が 37.4％、「防犯・防災活動（施設整備を除く）」が 35.4％となっている。 

 
【現在実施しているソフト事業（複数回答）】 

 

  

72.3%

31.1%

10.7%

37.4%

15.2%

1.0%

11.4%

14.5%

6.5%

22.6%

5.5%

10.6%

7.7%

4.2%

29.3%

4.3%

4.0%

14.1%

35.4%

12.6%

3.7%

62.5%

33.4%

10.3%

30.6%

14.5%

0.8%

8.1%

23.0%

7.5%

36.3%

2.8%

15.8%

15.8%

4.8%

29.4%

4.1%

4.1%

12.0%

34.6%

8.1%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80%

①イベント事業

②共同宣伝（タウン誌、マップ、チラシ等）

③音楽、芸術、文化活動

④商店街共通商品券

⑤スタンプ・ポイントカードの発行

⑥100円商店街

⑦その他 販売促進活動

⑧ゴミの減量・リサイクル推進 等

⑨再生・省エネルギー推進

⑩環境美化・緑化活動の推進

⑪その他 エコ推進活動

⑫キャラクター事業の実施（キャラクター、着ぐるみ など）

⑬地域ブランドの推進（愛称、シンボルマーク、名物開発 など）

⑭買い物支援（宅配、買い物代行 など）

⑮地域の清掃活動

⑯高齢者向けサービス

⑰子育て支援サービス

⑱花いっぱい運動

⑲防犯・防災活動（施設整備を除く）

⑳その他 地域貢献活動

㉑その他 ソフト事業

R04年（N=972）

R01年（N=953）

販売促進関連

エコ推進関連

地域貢献関連
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実施を検討している事業についても「イベント事業（期間を定めて行う事業）」が 34.7％と最も高くなっている。次

いで「共同宣伝」が 29.7％、「音楽・芸術・文化活動」が 28.3%と高くなっている。 

 
【実施を検討しているソフト事業（複数回答）】 

 

  

34.7%

29.7%

28.3%

17.4%

22.1%

20.7%

24.1%

22.1%

21.3%

24.6%

22.1%

23.2%

25.2%

24.6%

17.9%

25.8%

23.8%

20.2%

19.3%

19.9%

21.3%

15.5%

23.1%

21.2%

12.1%

20.8%

16.3%

14.0%

39.0%

17.0%

37.5%

14.8%

20.8%

38.6%

24.6%

14.8%

20.8%

18.6%

17.4%

16.3%

11.0%

14.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①イベント事業

②共同宣伝（タウン誌、マップ、チラシ等）

③音楽、芸術、文化活動

④商店街共通商品券

⑤スタンプ・ポイントカードの発行

⑥100円商店街

⑦その他 販売促進活動

⑧ゴミの減量・リサイクル推進 等

⑨再生・省エネルギー推進

⑩環境美化・緑化活動の推進

⑪その他 エコ推進活動

⑫キャラクター事業の実施（キャラクター、着ぐるみ など）

⑬地域ブランドの推進（愛称、シンボルマーク、名物開発 など）

⑭買い物支援（宅配、買い物代行 など）

⑮地域の清掃活動

⑯高齢者向けサービス

⑰子育て支援サービス

⑱花いっぱい運動

⑲防犯・防災活動（施設整備を除く）

⑳その他 地域貢献活動

㉑その他 ソフト事業

R04年（N=357）

R01年（N=264）

販売促進関連

エコ推進関連

地域貢献関連



  
 

  
- 80 - 

【実施または検討しているソフト事業】 
【01_イベント事業】 
・まつり、盆踊り 
・もちつき 
・音楽フェスティバル 
・年末セール 
・フリーマーケット 
・スタンプラリー 
 
【02_共同宣伝】 
・商店街のマップ、商店の紹介を作成 
・HP 作成 
・地域誌発行 
・イベントの宣伝、ポスター作製 
・医療マップ 
・多言語のホームページ、サイネージマップ 
 
【03_音楽、芸術、文化活動】 
・音楽祭、ライブ、ミニコンサート 
・お茶会 
・お笑い芸人のパフォーマンス 
・桜のライトアップ 
・落語会 
 
【04_商店街共通商品券】 
・区の商品券 
・区商連によるプレミアム券 
・町会の行事などで活用 
 
【05_スタンプ・ポイントカードの発行】 
・カード発行・ポイント事業 
・各店が市のポイントカード利用 
・各店が発行 
 
【06_100 円商店街】 
・スペースが有れば 
・コロナによりペンディング 
 
【07_その他販売促進活動】 
・掲示板の設置 
・コロナ対策グッズ（マスク等）の配布 
・地方物産販売 
・スピードくじ 
・SNS、Youtube 等への投稿 
 
【08_ゴミの減量・リサイクル推進】 
・段ボール、古紙、資源ごみの回収 
・区のリサイクル課との連携 
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・食用油の回収 
・廃品・古着回収 
・啓発ポスターの掲示 
・エコバッグ配布 
 
【09_再生・省エネルギー推進】 
・空缶、ペットボトル（キャップ含む）、ダンボール回収 
・チャリティーフリーマーケット 
・各会員に資源の出し方指導 
・インクカートリッジ、テトラパック、ベルマーク回収 
・市へ再生利用に関する計画書提出 
・エコバックの配布、ノーレジ袋キャンペーン 
・看板照明・街路灯・アーチの LED 化 
・節電・節水運動 
 
【10_環境美化・緑化活動】 
・地域清掃・ガム取清掃 
・花壇・植栽・フラワーポットの設置・手入れ 
・街路樹の更新 
・街路灯の塗装 
 
【11_その他エコ推進活動】 
・生ごみを土に帰す事業 
・太陽光発電 
・歯ブラシ回収ボックスの設置 
・独自製作の三輪自転車でお客様を送迎 
・エコキャップ・使用済切手 
 
【12_キャラクター事業の実施】 
・着ぐるみを使っての PR 
・風船人形の設置 
・オリジナルキャラクター作成、区のキャラクターを使った PR 
 
【13_地域ブランドの推進】 
・オリジナルロゴ、フラッグ・キャラクターの作成 
・商店街ブランドのお米・お酒 
・フラッグ制作について大学と協動事業 
 
【14_買い物支援】 
・宅配 
・買い物代行 
・飲食店会員のテイクアウトを促進できるパッケージ開発や宅配業者との連携を模索する。 
・月 1 回の買い物ワゴン（高齢者）、週 3 回の買い物電動カート（要支援・要介護者） 
・2 方面に無料送迎バスを土曜に運行（現在、コロナの為運休中） 
 
【15_地域の清掃活動】 
・地域の清掃活動への参加 
・商店街パトロール、清掃 
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・落ち葉掃き、雑草取り 
 
【16_高齢者向けサービス】 
・共通商品券配布 
・空き店舗対策事業で一店舗の空家を借り、事務所にして高齢者及び子育支援活動に使用 
・女性部の高齢者お買い物支援事業 
・老人会のカラオケ同好会優遇 
・お買い物で疲れた方向けにイス等を設置 
・出張美容 
 
【17_子育て支援サービス】 
・親子で参加するイベントの実施 
・皆と協力し合い見守りサービス 
・東京都が推奨している「子育て応援とうきょうパスポート」に登録 
・子ども商品券 
・預かり保育 
・割引サービス 
 
【18_花いっぱい運動】 
・店舗ごとに花を飾る 
・各店 60cm プランター設置、年 2 回花の植替 
・フラワーポットの設置、管理 
・花鉢プレゼント、プランター設置 
・サービス券 5 枚で一鉢プレゼント 
 
【19_防犯・防災活動】 
・防犯カメラ街路灯新規増設 
・防犯パトロール 
・安全・安心街づくり協会への参加 
・町会と共同で防災訓練 
・年末夜警に参加 
・放置自転車パトロール 
・防災フェアの実施 
・防災炊き出し訓練実施 
 
【20_その他地域貢献活動】 
・災害時帰宅困難者支援協力協定 
・学校の校外学習受入 
・駅前広場でのラジオ体操 
・募金活動を行い福祉施設に寄付 
・交通安全教室の開催 
・献血 
 
【21_その他ソフト事業】 
・web サイトにて「街の人」紹介 
・バリアフリー勉強会、まちづくり勉強会、税金勉強会など 
・AED 設置協力 
・地元サッカーチーム応援 
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②イベント事業の実施状況 

■イベント事業の実施状況 

イベントの実施有無についてみると「実施した」が前回調査（令和元年）の 72.0%から 23.7 ポイント減少し

48.3％となっている。 

 
【イベント事業の実施有無】 

 
 

【イベント事業の実施有無（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

48.3%

72.0%

69.2%

51.7%

28.0%

30.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1259）

R01年（N=1234）

H28年（N=1134）

イベント事業を実施した イベント事業は実施しなかった

48.3%

48.8%

46.7%

76.9%

64.9%

42.0%

54.9%

50.2%

44.3%

60.0%

51.9%

52.8%

35.9%

46.4%

66.3%

51.7%

51.2%

53.3%

23.1%

35.1%

58.0%

45.1%

49.8%

55.7%

40.0%

48.1%

47.2%

64.1%

53.6%

33.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(N=1259)

区部(N=940)

市町村部(N=319)

事業協同組合(N=52)

商店街振興組合(N=262)

任意団体（未組織）(N=929)

繁華街(N=273)

一般商業地(N=544)

一般住宅地(N=404)

工業地(N=5)

オフィス街(N=52)

その他(N=53)

30人未満(N=448)

30〜60人未満(N=418)

60人以上(N=338)

イベント事業を実施した イベント事業は実施しなかった

組
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形
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イベント事業の実施回数は「１回」が最も多く 41.2%となっており、「３回」「４回」「５回以上」の合計は前回調査
（令和元年）から 11.4 ポイント減少して 25.4%となっている。 

【イベント事業の実施回数】 

 

 
【イベント事業の実施回数（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

  

41.2%

30.2%

37.5%

33.5%

33.1%

33.7%

12.9%

14.4%

12.4%

4.4%

7.2%

5.9%

8.1%

15.2%

10.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=544）

R01年（N=738）

H28年（N=854）

1回 2回 3回 4回 5回以上

41.2%

39.3%

47.0%

26.3%

30.5%

48.0%

41.2%

35.9%

43.9%

60.9%

46.4%

48.9%

44.3%

33.8%

33.5%

34.0%

31.8%

39.5%

33.8%

32.7%

29.8%

37.6%

31.8%

66.7%

26.1%

28.6%

30.5%

33.3%

35.8%

12.9%

12.6%

13.6%

21.1%

14.9%

11.0%

15.3%

13.1%

10.8%

33.3%

4.3%

17.9%

7.8%

12.1%

16.2%

4.4%

5.1%

2.3%

2.6%

7.1%

3.5%

4.6%

6.5%

1.3%

8.7%

3.6%

5.0%

2.9%

5.4%

8.1%

9.0%

5.3%

10.5%

13.6%

4.9%

9.2%

6.9%

12.1%

3.6%

7.8%

7.5%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=544)

区部(N=412)

市町村部(N=132)

事業協同組合(N=38)

商店街振興組合(N=154)

任意団体（未組織）(N=346)

繁華街(N=131)

一般商業地(N=245)

一般住宅地(N=157)

工業地(N=3)

オフィス街(N=23)

その他(N=28)

30人未満(N=141)

30〜60人未満(N=174)

60人以上(N=204)

1回 2回 3回 4回 5回以上

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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■イベント事業の実施内容・効果 

最も集客力のあったイベント事業については「売り出し（セール等）」が46.0%で最も多くなっている一方、「お祭り」
は前回調査（令和元年）の 52.0%から減少して 9.5%となっている。 
 

【最も集客力のあったイベント事業の実施内容】 

 
 

【その他の内容（主なもの）】 
・おもち配布 
・スクラッチカード配布 
・ハロウィン 
・フォトギャラリー 
・ボックスティッシュ配布 
・花の植替 
・外飲みイベント 
・秋まつりをオンライン配信 
・商店街セミナーを実施（防災、健康、アート、認知症、特殊詐欺などのテーマ） 

など     
  

46.0%

31.5%

26.2%

11.1%

9.5%

8.6%

4.8%

4.6%

3.7%

1.6%

1.4%

11.3%

40.9%

26.9%

37.0%

16.6%

52.0%

14.1%

8.5%

14.9%

15.3%

5.7%

5.0%

25.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

売り出し（セール等）

装飾（イルミネーション、ライトアップ等）

抽選会

商店街商品券の発行

お祭り

スタンプラリー

スタンプ・ポイントカードの発行

音楽、芸術、文化活動

市（模擬店、フリーマーケット、朝市等）

まちゼミ

街バル

その他

R04年（N=568）

R01年（N=929）
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最も集客力のあったイベント事業の実施形態については「単独開催」が 70.8%となっており、前回調査（令和元年）
の 57.7%から 13.1 ポイント増加している。 
 

【最も集客力のあったイベント事業の実施形態】 

 
 

最も集客力のあったイベント事業を共同開催した団体は「他の商店街」が最も多く 46.0％となっている。 
 

【最も集客力のあったイベント事業を共同開催した団体等】 

 
  

70.8%

57.7%

57.2%

29.2%

42.3%

42.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=537）

R01年（N=875）

H28年（N=870）

単独開催 共同開催

46.0%

31.5%

26.2%

11.1%

9.5%

8.6%

4.8%

4.6%

6.5%

40.9%

26.9%

37.0%

16.6%

52.0%

14.1%

8.5%

14.9%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

他の商店街

自治会・町内会

商工会・商工会議所

区市町村等の行政機関

その他地域住民・地域団体

NPO法人

大学等

民間企業等

その他
R04年（N=170）
R01年（N=453）
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最も集客力のあったイベント事業の効果については「継続的な集客や売上上昇につながった」の割合が 53.0％とな
っている。 
 

【最も集客力のあったイベント事業が継続的な集客・売上増に繋がっているか】 

 
 

【最も集客力のあったイベント事業が継続的な集客・売上増に繋がっているか（組織形態別）】 

 
 

【イベント事業改善のための取り組み】 
・参加店への声かけ 
・イベントの魅力度を上げ、SNS 等で拡散することを目差し、ブラッシュアップ 
・イベント会場と各店への誘導を積極的に行っている 
・周囲の人をどうまき込むかの工夫と SNS を利用した発信力強化を改善する 
・ターゲットを絞りこんだ企画内容を検討 
・ムービーを制作して長く広く PR して、効果が続くよう、考えてプランを立てている 
・毎回備品を買い足して、前回よりも飾りつけ、見栄えが良くなるようにしている 
・実行委員会の設置、各商店会等の代表者との会議など行っている 
・他商店会との共同イベント、町のホームページ作成をしている 
・知名度認知度を上げるために継続して実施している 
・地域との連携を強め、広めていく事、町会、他商店会への啓蒙をしている 
・来客数だけにとらわれない成功基準の理解 

など      
  

53.0%

62.2%

56.7%

34.3%

10.8%

8.9%

12.7%

27.0%

34.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=542）

R01年（N=899）

H28年（N=850）

継続的な集客や売上上昇につながった どちらともいえない 継続的な集客や売上上昇につながっていない

64.9%

63.8%

46.8%

24.3%

28.9%

37.6%

10.8%

7.2%

15.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業協同組合(N=37)

商店街振興組合(N=152)

任意団体（未組織）(N=348)

継続的な集客や売上上昇につながった どちらともいえない 継続的な集客や売上上昇につながっていない
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③デジタル化の推進状況 
デジタル化の推進のために現在取り組んでいる事業については「ホームページ制作・運用」が最も多く 55.5%となって

いる。次いで「キャッシュレス決済の導入」が 33.1%、「SNS の活用」が 30.8%となっている。 

【デジタル化推進のために現在
．．

取り組んでいる事業（複数回答）】 

 
 

デジタル化推進のために今後取り組む予定の事業については「会員間の連絡手段のデジタル化」が最も多く27.2%
となっている。次いで「ホームページの制作・運用」が 26.8%となっている。 

【デジタル化推進のために今後
．．

取り組む予定の事業（複数回答）】 

 

55.5%

33.1%

30.8%

22.3%

6.5%

5.6%

5.0%

4.9%

4.9%

2.0%

1.6%

0.5%

22.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ホームページ制作・運用

キャッシュレス決済の導入

SNS（TwitterやFacebook）の活用

会員間の連絡手段のデジタル化

スマートフォン等アプリの利用・開発

来街者データの取得・分析及びデータ活用

デジタルサイネージの設置

デジタルクーポンの活用

イベントの一部のオンライン開催

ECサイトの構築

イベント全てのオンライン開催

その他

特に取り組んでいない/取り組む予定はない
R04年（N=753）

27.2%

26.8%

22.4%

21.8%

18.1%

17.1%

15.2%

15.0%

14.4%

13.0%

11.9%

4.9%

34.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

会員間の連絡手段のデジタル化

ホームページ制作・運用

キャッシュレス決済の導入

SNS（TwitterやFacebook）の活用

スマートフォン等アプリの利用・開発

デジタルクーポンの活用

イベントの一部のオンライン開催

デジタルサイネージの設置

来街者データの取得・分析及びデータ活用

ECサイトの構築

イベント全てのオンライン開催

その他

特に取り組んでいない/取り組む予定はない

R04年（N=514）
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【その他の内容（主なもの）】 
・スマホ QR コードを使用した案内 
・マップ作成 
・商店会紹介動画の作成 

など 
 
 

デジタル化推進の課題については「人材が不足している」が最も多く 63.6%、次いで「財源の確保が困難」が
38.0%となっている。 

【デジタル化を推進していく際の課題（複数回答）】 

 
 

【その他の内容（主なもの）】 
・お客様の高齢化によりお客様が対応できない方が多い 
・すでに個店側で対応している。デジタル化しない店は、どのように働きかけても前へ進まない 
・ランニングコスト、サーバー代などが高い 
・個店で対応するので、まとめるのは難しい 
・高齢者が多いためデジタルの理解がなかなか得られない 

など      
  

63.6%

38.0%

33.4%

29.3%

12.5%

10.9%

7.8%

4.4%

10.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

商店街の中で対応できる人材が不足している

財源の確保が困難

費用対効果が不明瞭

会員の理解が得られない

相談できる専門家がいない

セキュリティ対策が不安である

ICTインフラが不足している

その他

特に課題はない R04年（N=1083）
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（２）後継者不足対策 

後継者不足の対策については「実施している」との回答は 8.6%となっている。 
【後継者対策の実施有無】 

 
 

後継者不足に対する対策の内容としては「イベント活動等への人材の誘い込み」が最も多く、前回調査（令和元
年）から 14.6 ポイント増加して 63.3%となっている。「青年部の育成、活用」「若手経営者による商店会活動の強
化」「人材育成等の研修の実施、研修への参加」も前回調査（令和元年）から増加している。 

【後継者対策の実施内容（複数回答）】 

 
 

後継者対策を実施していない理由としては「後継者候補がいない」が最も多く 58.5%となっている。次いで高いのは
「対策を検討・実施する人手がない」となっており、人材の問題が大きな理由を占めている。 

【後継者対策を実施していない理由（複数回答）】 

 
  

8.6%

7.9%

11.0%

91.4%

92.1%

89.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1297）

R01年（N=1216）

H28年（N=1264）

後継者対策を実施している 後継者対策は実施していない

63.3%

35.8%

33.0%

9.2%

10.1%

48.7%

23.0%

22.1%

8.0%

15.0%

48.6%

20.8%

18.8%

4.9%

6.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

イベント活動等への人材の誘い込み

青年部の育成、活用

若手経営者による商店会活動の強化

人材育成等の研修の実施、研修への参加

その他

R04年（N=109）
R01年（N=113）
H28年（N=144）

58.5%

36.7%

27.0%

12.7%

6.1%

10.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

実施したいが後継者候補がいない

対策を検討・実施する人手がない

若手を巻き込むきっかけが見つからない

対策を検討・実施する予算がない

若手が多く後継者対策の必要性が低い

その他
R04年（N=1135）
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（３）空き店舗対策 

①空き店舗の状況 
空き店舗については 57.3%が「ある」と回答しており、過去の調査からほぼ変化がみられない。 

 
【空き店舗の有無】 

 
 

【空き店舗の有無（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

57.3%

57.9%

57.5%

42.7%

42.1%

42.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1260）

R01年（N=1249）

H28年（N=1241）

空き店舗がある 空き店舗はない

57.3%

56.0%

61.3%

69.4%

60.9%

55.8%

58.5%

59.6%

53.7%

50.0%

54.0%

56.0%

51.6%

59.3%

63.2%

42.7%

44.0%

38.7%

30.6%

39.1%

44.2%

41.5%

40.4%

46.3%

50.0%

46.0%

44.0%

48.4%

40.7%

36.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1260)

区部(N=947)

市町村部(N=313)

事業協同組合(N=49)

商店街振興組合(N=258)

任意団体（未組織）(N=938)

繁華街(N=272)

一般商業地(N=549)

一般住宅地(N=404)

工業地(N=6)

オフィス街(N=50)

その他(N=50)

30人未満(N=465)

30〜60人未満(N=413)

60人以上(N=329)

空き店舗がある 空き店舗はない

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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空き店舗の数については「1〜2 店」が最も多く 38.8%となっている。３年前と比較した増減については「変化なし」
が最も多く 59.9%を占めている。 

【空き店舗の数】 

 
 

【空き店舗の数（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

38.8%

45.1%

38.2%

28.2%

25.6%

29.4%

15.3%

13.6%

14.3%

7.0%

4.6%

7.3%

4.8%

5.6%

4.8%

5.8%

5.5%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=641）

R01年（N=587）

H28年（N=565）

1〜2店 3〜4店 5〜6店 7〜8店 9〜10店 11店以上

38.8%

40.5%

34.3%

34.4%

33.6%

40.6%

42.4%

39.3%

33.0%

66.7%

22.7%

36.4%

44.9%

40.8%

30.1%

28.2%

27.5%

30.2%

34.4%

28.0%

28.0%

28.8%

26.3%

31.4%

36.4%

36.4%

31.9%

26.6%

26.2%

15.3%

15.5%

14.8%

6.3%

16.1%

15.6%

14.4%

14.3%

16.0%

18.2%

13.6%

11.1%

14.7%

20.2%

7.0%

7.2%

6.5%

9.4%

8.4%

6.5%

3.8%

8.3%

10.3%

9.1%

5.6%

7.3%

8.7%

4.8%

4.2%

6.5%

3.1%

7.7%

4.1%

3.0%

6.3%

4.1%

33.3%

9.1%

4.5%

3.2%

4.1%

6.6%

5.8%

5.1%

7.7%

12.5%

6.3%

5.2%

7.6%

5.3%

5.2%

4.5%

9.1%

3.2%

6.4%

8.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=641)

区部(N=472)

市町村部(N=169)

事業協同組合(N=32)

商店街振興組合(N=143)

任意団体（未組織）(N=461)

繁華街(N=132)

一般商業地(N=300)

一般住宅地(N=194)

工業地(N=3)

オフィス街(N=22)

その他(N=22)

30人未満(N=216)

30〜60人未満(N=218)

60人以上(N=183)

1〜2店 3〜4店 5〜6店 7〜8店 9〜10店 11店以上

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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【空き店舗の 3 年前（新型コロナウイルス感染症の流行以前）と比べた増減】 

 
 

空き店舗の以前の業種は「飲食店」が最も多く 16.8%となっている。前回調査（令和元年）から 2.8 ポイントの
増加となっている。 

【空き店舗の以前の業種（複数回答）】 

 
  

28.3%

34.6%

31.5%

59.9%

52.7%

55.6%

11.8%

12.7%

12.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1196）

R01年（N=876）

H28年（N=922）

増加した 変化なし 減少した

16.8%
8.7%

5.8%
4.7%

4.5%
4.4%

3.9%
3.4%
3.4%

2.7%
2.7%
2.7%

2.5%
2.2%
2.2%
2.2%
2.1%

1.9%
1.8%
1.8%

1.4%
0.8%

0.6%
0.6%

0.3%
16.0%

14.0%
7.8%

5.3%
4.7%

5.2%
5.5%

5.1%
3.9%
4.1%

2.5%
3.1%

3.4%
2.6%

2.4%
3.2%

2.4%
2.7%

2.4%
1.9%

1.7%
2.2%

1.4%
0.7%
0.7%

0.3%
10.7%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18%

飲食店
衣料品店

菓子・パン店
酒店

精肉店
青果物店

鮮魚店
豆腐店

書籍・文具店
靴・鞄店
米穀店

花・植木店
惣菜店

家庭用品店
家電店

ドラッグストア
写真店

茶・海苔店
食品スーパー
持ち帰り弁当

コンビニエンスストア
玩具店

レコード・楽器店
ファーストフード店

宅配飲食サービス
その他

R04年（N=1941）

R01年（N=2084）
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②空き店舗がない理由等 
空き店舗がない理由については「立地条件が良い」(43.8%)の他、「地域・エリアの人気が高い」(23.2%)も多く

挙げられており、地理的な条件が大きいという回答結果となっている。 
 

【空き店舗がない理由（複数回答）】 

 
※前回調査（令和元年）以前では「地域・エリアの人気が高い」の選択肢は設けていない 
 
 

空き店舗が埋まらない理由については「家主・大家の事情」が 37.3%で最も高くなっている。 
 

【空き店舗が埋まらない理由（複数回答）】 

 

43.8%

35.0%

23.2%

1.4%

0.6%

0.6%

16.2%

56.9%

33.2%

0.0%

2.1%

1.4%

1.0%

15.1%

57.7%

33.2%

0.0%

4.1%

0.7%

1.5%

13.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

立地条件が良い

空き店舗が住居・駐車場となった

地域・エリアの人気が高い

テナントの斡旋を商店街が行っている

コミュニティ施設として活用を行っている

チャレンジショップ等として活用している

その他

R04年（N=512）

R01年（N=518）

H28年（N=539）

37.3%

34.6%

28.7%

28.0%

14.5%

5.2%

4.7%

8.3%

41.6%

37.2%

28.8%

25.6%

20.9%

6.1%

6.3%

12.8%

41.2%

35.1%

36.4%

25.3%

26.0%

5.2%

6.5%

10.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

家主、大家の事情

店舗の老朽化

商店街環境の悪化（来街者の減少等）

家賃が高い

立地が悪い

都市計画関係

出店者募集情報の提供不足

その他

R04年（N=635）

R01年（N=733）

H28年（N=755）
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③空き店舗の活用 
空き店舗を「活用している」との回答は 4.3%となっており、前回調査（令和元年）から 1.4 ポイント減少してい

る。 
【空き店舗の活用有無】 

 
 

空き店舗の活用内容としては「その他」を除くと「各種展示スペース・ギャラリー」との回答が最も多く 23.9%となって
いる。 

【空き店舗の活用内容（複数回答）】 

 
【その他の内容（主なもの）】 

・イベント用スペース 
・レンタルスペース 
・休憩所 
・事務所として利用 
・女性専用体操教室 

など        

4.3%

5.7%

5.0%

95.7%

94.3%

95.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1127）

R01年（N=883）

H28年（N=883）

空き店舗活用を行っている 空き店舗活用は行っていない

23.9%

21.7%

15.2%

15.2%

10.9%

10.9%

6.5%

39.1%

4.3%

21.7%

6.5%

28.3%

10.9%

10.9%

8.7%

30.4%

11.2%

10.2%

9.2%

13.3%

2.0%

18.4%

6.1%

29.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

各種展示スペース・ギャラリー

個人、起業者、学生、地域NPO等向けのチャレンジショップ

地方や新規事業を行う商業者等のアンテナショップ

地域のコミュニティ施設（談話室・各種展示、セミナールーム、授乳室 等）

物販店（食料品、衣料品、雑貨 等）

飲食店（喫茶、軽食 等）

福祉関連（介護・保育施設等）

その他

R04年（N=46）

R01年（N=46）

H28年（N=98）
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（４）個店・商店街活性化のための取組 

①個店を対象とした取組 
個店を対象とした経営力・売上向上を目的とした取組については「実施している」が 10.2%となっており、過去の調

査から継続して減少傾向にある。 
 

【個店を対象とした経営力・売上向上を目的とした取り組みの実施有無】 

 
 
 

取り組みの実施内容としては、イベントの実施が多い。 
 

【個店を対象とした経営力・売上向上を目的とした取り組みの実施内容（複数回答）】 

 

  

10.2%

16.2%

23.9%

89.8%

83.8%

76.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1198）

R01年（N=1233）

H28年（N=1236）

個店を対象とした取り組みを実施している 個店を対象とした取り組みは実施していない

46.8%

36.0%

17.1%

16.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

イベント（セールスイベント以外）

セールスイベント

セミナー・勉強会

その他
R04年（N=111）
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②商店街活性化のための取組 
商店街活性化のための取組の実施例は以下の通り。 

 
【商店街活性化のために積極的に取り組んでいる事業】 

・当地域でしか飲めない名物のお酒を作成、お酒は 16 店舗の会員飲食店で提供 
・複数商店街共同の売出し事業を開催し集客につなげている 
・7 月のイベントは夏の風物詩として評価が高い（地元商店会、企業、区や警察・消防等、街全体が一体となって
このイベントに協力） 
・ホームページの更新や街路の高級化 
・現在は、運休しているが、2 方面に民間バス会社の協力を得て、土曜日に無料送迎バスの運行を実施。住宅地
のバス停から市場前までの運行で高齢者など買い物弱者に好評 
・駅前音楽祭の実施（ゆかりの音楽家出演） 
・防災対応ストリートとする計画（消防署、まちづくりセンターが、通りにある） 
・街路灯へ飾るペナントデザイン 
・音響設備による店舗宣伝、及び音響放送 
・空き店舗ゼロ実現のため、出てゆく店が後継店を誘致。できなければ会が多方面へ声をかけ誘致 
・団地祭り。商店街の広場にて行う地域最大の伝統的イベント。自治会と協同実施。自治会役員を商店主も担う 
・商店街のアプリの作成 
・隣接商店街との連携により、地域間競争で勝てる街づくり 
・12 月よりユーチューブで動画公開 
・SNS を活用した商圏拡大 
・キャラクターを作り、商店会費を払って頂いた店には、キャラクターをプリントした"優良店"シールを配布 
・ゴミ袋補助金や、消火器補助（予定）などの業種をこえての商売の下支え 
・のど自慢大会の実施。ここ 3 年は、コロナで開催できていないが、当イベントは数十年にわたり、地域の方々にも浸
透しており商店会の PR に大きくつながっている 
・飲食店が多いので、治安対策の一つとして、外路灯を明るくし、防犯カメラを設置 
・街路灯の改築、道路の改築 
・現在行っている清掃活動をさらに押しすすめ、商店街発信のリサイクル、アップサイクル事業を実施。商店街会員だ
けではなく、広い地域住民、地元の小中学校等と連携し行っていくことで、商圏が広がり、売り上げの向上を目指す 
・商店会プロレスを年 3 回実施、認知されてきている 
・商店街のブランド力向上の為、情報発信に注力。オフライン、オンライン、バーチャルでのつながりを意識。東京都の
助成金を活用予定。 
・商店主のキャラクター化及びこれを利用したカードラリーの実施。各お店に親しみを持ってもらうことを目的とし、結
果、好評だった。 
・築 100 年の古商店を当商店街の魅力の再発見の足掛かりとして活用。 
・歩くのが大変になってきたお客様（主に高齢者）を、自宅から商店街や市役所出張所などへ送迎する独自製作
の送迎自転車を運行。商工会事業として行われ、商店会が実質運営している。現在も運行していて、毎年 2000
回以上の送迎を実施。 

など      
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「商店街活性化のために必要だと考えること」としては「会員の協力」が最も多く 62.6%となっている。 
 

【商店街活性化のために必要だと考えること（複数回答）】 

 
  

62.6%

54.8%

45.3%

42.6%

32.9%

32.0%

29.2%

26.9%

14.7%

10.7%

9.9%

8.8%

8.7%

7.0%

4.9%

3.6%

4.9%

47.2%

47.1%

35.9%

30.7%

19.4%

25.2%

21.3%

14.7%

0.0%

2.6%

7.3%

3.8%

3.1%

2.7%

3.5%

0.0%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

会員の協力

後継者の育成

個店の努力

リーダー育成

行政の支援

商店街としての魅力の発掘・開発

財源の確保

近隣商店街間の連携・広域的な取り組み

デジタル技術の活用

地域のNPOや大学等との連携による事業の実施

地域特性・顧客のニーズに即した商店街の再構築

広告フラッグ

実現可能な商店街振興計画の策定と実践

コンサルタントの活用

外国来街者受入のための環境の整備

環境対策

その他

R04年（N=1155）
R01年（N=1170）
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3 施設・設備の状況 

（１）街路灯の状況 

①街路灯等の保有状況 

■街路灯の保有状況 
街路灯の保有状況については、「保有している」が 83.6％となっている。 

 
【街路灯の保有状況】 

 

 

■街路灯の水銀灯ランプの保有状況 

「街路灯を保有している」のうち、街路灯の水銀灯ランプの保有状況は「保有している」が 13.2％であった。 
 

【街路灯の水銀灯ランプの保有状況】 

 

 

■街路灯の LED ランプの保有状況 
「街路灯を保有している」商店街のうち、街路灯の LED ランプを保有している商店街は 90.9％となっている。 

 
【街路灯の LED ランプの保有状況】 

 

  

83.6% 16.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

街路灯を保有している 街路灯は保有していない N=1140

13.2% 86.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

保有している 保有していない N=936

90.9% 9.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

保有している 保有していない N=936
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②3 年以内に街路灯の水銀灯ランプを LED ランプに交換する予定 
今後３年以内に水銀灯ランプを LED ランプに交換する予定については 31.7%が「ある」と回答している。 

 
【3 年以内に街路灯の水銀灯ランプを LED ランプに交換する予定】 

 

 

③3 年以内に街路灯の LED ランプを新しい LED ランプに交換する予定 
今後３年以内に現在の LED ランプを新しいものに交換する予定については 28.6%が「ある」と回答している。 

 
【3 年以内に街路灯の LED ランプを新しい LED ランプに交換する予定】 

 

 

④3 年以内に街路灯を新設する予定 
今後３年以内に街路灯を新設する予定については 9.2%が「ある」と回答している。 

 
【3 年以内に街路灯を新設する予定】 

 

  

31.7% 68.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年以内にLEDランプに交換する予定がある ３年以内にLEDランプに交換する予定はない N=104

28.6% 71.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年以内に新しいLEDランプに交換する予定がある ３年以内に新しいLEDランプに交換する予定はない N=783

9.2% 90.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年以内に街路灯を新設する予定がある ３年以内に街路灯を新設する予定はない N=931
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（２）アーチの状況 

①アーチ等の保有状況 

■アーチの保有状況 
アーチの保有状況については、「保有している」が 21.7％となっている。 

【アーチの保有状況】 

 

 

■水銀灯ランプの保有状況 

「アーチを保有している」のうち、アーチの水銀灯ランプの保有状況は「保有している」が 27.7％であった。 
 

【アーチの水銀灯ランプの保有状況】 

 
 

■LED ランプの保有状況 

「アーチを保有している」商店街のうち、アーチの LED ランプを保有している商店街は 76.5％となっている。 
 

【アーチの LED ランプの保有状況】 

 

  

21.7% 78.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

アーチを保有している アーチは保有していない N=812

27.7% 72.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

保有している 保有していない N=166

76.5% 23.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

保有している 保有していない N=166
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②3 年以内にアーチの水銀灯ランプを LED ランプに交換する予定 
今後３年以内にアーチの水銀灯ランプを LED ランプに交換する予定については 38.5%が「ある」と回答している。 

 
【3 年以内にアーチの水銀灯ランプを LED ランプに交換する予定】 

 

 

③3 年以内にアーチの LED ランプを新しい LED ランプに交換する予定 
今後３年以内にアーチの LED ランプを新しい LED ランプに交換する予定については 20.6%が「ある」と回答してい

る。 
 

【3 年以内にアーチの LED ランプを新しい LED ランプに交換する予定】 

 

 

④3 年以内にアーチを新設する予定 
今後３年以内にアーチを新設する予定については 8.4%が「ある」と回答している。 

 
【3 年以内にアーチを新設する予定】 

 
  

38.5% 61.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年以内にLEDランプに交換する予定がある ３年以内にLEDランプに交換する予定はない N=39

20.6% 79.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年以内に新しいLEDランプに交換する予定がある
３年以内に新しいLEDランプに交換する予定はない N=102

8.4% 91.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

３年以内にアーチを新設する予定がある ３年以内にアーチを新設する予定はない N=512
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（３）アーケードの状況 

現在のアーケードの設置については 9.6%が「設置している」と回答している。「設置予定」との回答は 0.2%となって
いる。 

【アーケードの設置状況】 

 
 
 

現在のアーケードに設置済の照明については 69.9%が「LED ランプを設置している」と回答している。 
 

【アーケードにおける照明の状況】 

 

 
  

9.6%
0.2%

90.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在、アーケードを設置している
現在はアーケードを設置していないが、今後設置する予定である
現在、アーケードを設置しておらず、今後も設置する予定はない N=1116

69.9% 10.7% 19.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

LEDランプを設置している
LEDランプ以外（水銀灯等）を設置しており、３年以内にLEDランプに交換する予定がある
LEDランプ以外（水銀灯等）を設置しており、３年以内にLEDランプに交換する予定はない N=103
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（４）その他の共同施設の状況 

その他の共同施設について、既に設置している共同施設は「防犯カメラ」が 64.2%と最も多くなっている。次いで、
「統一フラッグ」が 38.7%、「カラー舗装」が 37.4%となっている。 
 

【既に設置している共同施設】 

 
  

38.7%
37.4%

19.3%
19.2%

12.2%
9.8%

6.0%
2.7%

1.3%
21.7%

3.6%
2.0%

1.3%
23.6%

13.2%
11.1%

7.2%
6.9%
6.3%

5.6%
4.5%
4.3%

3.3%
0.9%
0.4%

64.2%
2.8%

1.3%
10.4%

1.9%
1.8%
1.3%
1.2%
1.2%
1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

統一フラッグ
カラー舗装

花壇・フラワーポット
街路樹

保水性舗装・遮熱性舗装
統一看板

彫刻・モニュメント
統一テント
微細ミスト

商店街案内板
電光掲示板等の情報提供設備

うち 多言語案内版
うち 多言語対応設備

放送設備
ベンチ

共同トイレ
客用駐輪場・バイク置き場

客用駐車場
無料Wi-Fi

休息所
ゴミ・吸い殻入れ

うち 多機能トイレ
案内所

うち 多言語対応案内所
リサイクル機器

防犯カメラ
バリアフリー対応施設/改修

民間交番
商店街会館

子育て支援設備（授乳室等）
共同荷捌きスペース

ポケットパーク
共同店舗

チャレンジショップ
その他

既に設置している(N=844)

街
路
施
設

利
便
施
設

来
街
者
用
施
設

高
齢
者

防
犯

そ
の
他
共
同
施
設
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その他の共同施設について、今後設置を予定している共同施設は「防犯カメラ」が 37.1%と最も多くなっている。次
いで、「商店街案内板」が 30.0%、「統一フラッグ」が 28.5%となっている。 

 
【今後設置を予定している共同施設】 

 
  

28.5%
17.2%

15.0%
14.6%

14.2%
13.1%

12.7%
12.4%

10.1%
30.0%

19.5%
17.6%

17.2%
19.9%

19.1%
15.4%

15.0%
13.9%

13.5%
12.0%

11.6%
11.2%
11.2%
11.2%

10.1%
37.1%

13.9%
10.9%

14.2%
13.1%

12.7%
12.0%

11.2%
10.5%

7.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

統一フラッグ
保水性舗装・遮熱性舗装

微細ミスト
花壇・フラワーポット

カラー舗装
彫刻・モニュメント

統一看板
統一テント

街路樹
商店街案内板

うち 多言語案内版
電光掲示板等の情報提供設備

うち 多言語対応設備
無料Wi-Fi

ベンチ
休息所

客用駐車場
客用駐輪場・バイク置き場

案内所
うち 多言語対応案内所

リサイクル機器
共同トイレ

うち 多機能トイレ
ゴミ・吸い殻入れ

放送設備
防犯カメラ

バリアフリー対応施設/改修
民間交番

子育て支援設備（授乳室等）
共同荷捌きスペース

チャレンジショップ
共同店舗

ポケットパーク
商店街会館

その他
今後設置する予定(N=267)

街
路
施
設

利
便
施
設

来
街
者
用
施
設

高
齢
者

防
犯

そ
の
他
共
同
施
設
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（５）共同施設の年間維持費 

共同施設の年間維持費については、23.2%が「10 万円未満」と回答しており、その構成比は増加傾向である。 
 

【共同施設の年間維持費】 

 
【共同施設の年間維持費（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 
  

23.2%

19.3%

16.0%

31.0%

43.1%

38.2%

15.4%

14.9%

18.5%

23.2%

19.6%

21.8%

7.3%

3.2%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=742）

R01年（N=685）

H28年（N=714）

10万円未満 10〜50万円未満 50〜100万円未満 100〜500万円未満 500万円以上

23.2%

20.6%

32.0%

13.5%

6.0%

29.3%

13.8%

20.9%

32.5%

100.0%

33.3%

22.2%

36.5%

20.0%

11.3%

31.0%

31.9%

27.8%

2.7%

17.4%

37.4%

23.4%

30.7%

33.8%

33.3%

33.3%

36.5%

38.0%

16.4%

15.4%

14.7%

17.8%

24.3%

15.0%

14.8%

16.0%

16.8%

14.1%

9.5%

11.1%

11.1%

16.0%

19.2%

23.2%

25.0%

17.2%

29.7%

44.3%

16.0%

31.9%

26.3%

14.5%

14.3%

27.8%

13.1%

20.8%

38.0%

7.3%

7.9%

5.3%

29.7%

17.4%

2.4%

14.9%

5.4%

5.1%

9.5%

5.6%

2.8%

5.2%

15.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=742)

区部(N=573)

市町村部(N=169)

事業協同組合(N=37)

商店街振興組合(N=167)

任意団体（未組織）(N=532)

繁華街(N=188)

一般商業地(N=316)

一般住宅地(N=234)

工業地(N=1)

オフィス街(N=21)

その他(N=18)

30人未満(N=252)

30〜60人未満(N=250)

60人以上(N=213)

10万円未満 10〜50万円未満 50〜100万円未満 100〜500万円未満 500万円以上

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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４ 新型コロナウイルス感染症の影響 

（１）新型コロナウイルス感染症の影響 

新型コロナウイルス感染症の影響については 93.9%が「影響があった」と回答している。 
 

【新型コロナウイルス感染症の影響有無】 

 
 
 

【新型コロナウイルス感染症の影響有無（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 
  

93.9% 6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1287）

新型コロナウイルス感染症の影響があった 新型コロナウイルス感染症の影響はなかった

93.9%

94.1%

93.5%

98.0%

97.4%

92.7%

98.2%

95.5%

88.8%

100.0%

96.1%

96.2%

91.4%

95.1%

96.4%

6.1%

5.9%

6.5%

2.0%

2.6%

7.3%

1.8%

4.5%

11.2%

3.9%

3.8%

8.6%

4.9%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1287)

区部(N=963)

市町村部(N=324)

事業協同組合(N=51)

商店街振興組合(N=265)

任意団体（未組織）(N=955)

繁華街(N=279)

一般商業地(N=556)

一般住宅地(N=412)

工業地(N=6)

オフィス街(N=51)

その他(N=53)

30人未満(N=463)

30〜60人未満(N=429)

60人以上(N=338)

新型コロナウイルス感染症の影響があった 新型コロナウイルス感染症の影響はなかった

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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新型コロナウイルス感染症の影響の内容については「来街者の減少」が 86.7%と最も多く挙げられている。 
 

【新型コロナウイルス感染症の影響の内容（複数回答）】 

 
 
 
  

86.7%

66.6%

61.5%

39.9%

31.6%

28.1%

19.1%

3.6%

1.1%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

来街者の減少

予定していた事業（イベント等）の中止

店舗の臨時休業

店舗の閉店

会員店舗の減少

各店舗の販売形態の変化（ﾃｲｸｱｳﾄ､ﾃﾞﾘﾊﾞﾘｰ等）

会費等の減収による財政状況の悪化

地域住民の在宅率増加などによる来街者増加

会員店舗の増加

その他 R04年（N=1206）
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（２）新型コロナウイルス感染症への対策 

新型コロナウイルス感染症の対策の内容としては「衛生用品の配布」が最も多く 66.9%となっている。 
 

【現在実施している新型コロナウイルス感染症対策（複数回答）】 

 

  

66.9%

41.3%

38.8%

32.6%

28.8%

27.2%

25.3%

25.0%

19.4%

16.2%

15.9%

5.8%

5.1%

2.3%

9.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

衛生用品の配布（マスクや消毒ｱﾙｺｰﾙ等）

衛生設備の設置（飛沫防止パネル等）

会員への会費の免除・減免

所属店舗店員のマスクや手袋等の着用徹底

店舗や商店街の消毒活動

個店への新型コロナウイルス感染症対策指導

融資制度・助成制度などの会員への案内

ソーシャルディスタンスの推進

キャッシュレス決済導入の推進

テイクアウト・デリバリーの推進

セール等による商店街の活性化

その他の商店街事業を実施

オンラインでのイベントの実施や集客

その他

特に何も実施していない
R04年（N=1066）
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【現在実施している新型コロナウイルス感染症対策（複数回答）（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

 
 

今後の新型コロナウイルス感染症の対策を行う予定については、「行う予定がある」が 62.3％、「行う予定はない」が
37.7％であった。行う予定の対策については、「キャッシュレス決済導入の推進」が最も多く 44.3％であった。 
 

【今後の新型コロナウイルス感染症の対策を行う予定】 

 

  

衛生用品
の配布
（マスクや
消毒ｱﾙｺｰ
ﾙ等）

衛生設備
の設置
（飛沫防
止パネル
等）

店舗や商
店街の消
毒活動

個店への
新型コロ
ナウイルス
感染症対
策指導

所属店舗
店員のマ
スクや手
袋等の着
用徹底

テイクアウ
ト・デリバ
リーの推
進

キャッシュ
レス決済
導入の推
進

オンライン
でのイベン
トの実施
や集客

ソーシャル
ディスタン
スの推進

セール等
による商
店街の活
性化

会員への
会費の免
除・減免

融資制
度・助成
制度など
の会員へ
の案内

その他の
商店街事
業を実施

その他
特に何も
実施して
いない

全体(N=1066) 66.9% 41.3% 28.8% 27.2% 32.6% 16.2% 19.4% 5.1% 25.0% 15.9% 38.8% 25.3% 5.8% 2.3% 9.7%

区部(N=803) 69.5% 41.7% 29.8% 28.3% 34.1% 15.9% 21.2% 5.4% 27.0% 16.3% 39.2% 25.4% 6.2% 2.6% 8.1%

市町村部(N=263) 58.9% 39.9% 25.9% 24.0% 27.8% 17.1% 14.1% 4.2% 19.0% 14.4% 37.6% 25.1% 4.6% 1.1% 14.4%

事業協同組合(N=45) 77.8% 44.4% 31.1% 35.6% 31.1% 20.0% 8.9% 2.2% 20.0% 26.7% 33.3% 26.7% 6.7% 0.0% 11.1%

商店街振興組合(N=236) 73.7% 49.2% 30.9% 33.9% 37.7% 19.1% 26.7% 8.5% 34.7% 28.4% 42.8% 33.1% 8.9% 3.8% 3.8%

任意団体（未組織）(N=770) 64.4% 38.2% 27.5% 24.2% 30.4% 15.1% 17.4% 4.3% 22.1% 11.6% 38.1% 22.9% 4.8% 1.9% 11.3%

繁華街(N=234) 66.7% 43.6% 34.2% 30.3% 32.9% 18.8% 19.7% 8.5% 27.8% 17.5% 47.4% 30.8% 7.3% 2.1% 4.7%

一般商業地(N=458) 69.4% 41.0% 27.1% 29.5% 32.5% 17.5% 21.0% 3.9% 27.1% 17.7% 39.7% 25.8% 7.4% 3.3% 8.5%

一般住宅地(N=338) 66.3% 42.6% 28.1% 23.4% 34.3% 13.0% 16.3% 5.3% 24.9% 14.5% 33.1% 23.1% 3.6% 0.9% 11.2%

工業地(N=6) 66.7% 66.7% 16.7% 0.0% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 16.7% 0.0% 16.7%

オフィス街(N=48) 64.6% 35.4% 25.0% 20.8% 25.0% 22.9% 22.9% 6.3% 18.8% 16.7% 45.8% 31.3% 2.1% 2.1% 8.3%

その他(N=43) 46.5% 41.9% 32.6% 39.5% 39.5% 23.3% 23.3% 4.7% 23.3% 11.6% 27.9% 27.9% 4.7% 4.7% 30.2%

30人未満(N=366) 61.2% 41.0% 30.1% 26.8% 34.2% 12.6% 16.7% 4.1% 21.3% 11.7% 30.1% 18.9% 3.6% 0.8% 15.0%

30〜60人未満(N=350) 68.6% 41.1% 26.0% 25.7% 32.9% 15.7% 18.0% 3.4% 24.0% 15.4% 44.6% 22.6% 8.3% 2.6% 8.0%

60人以上(N=308) 70.8% 40.3% 29.5% 28.6% 30.2% 20.5% 23.7% 8.4% 31.8% 22.1% 45.8% 36.0% 6.2% 3.2% 5.5%

地域別

組織形態別

立地環境別

規模別

62.3% 37.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年(N=308)

今後、新たに新型コロナウイルス感染症対策を行う予定がある
今後、新たに新型コロナウイルス感染症対策を行う予定はない
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今後実施する予定の感染症対策としては、「キャッシュレス決済導入の推進」が 44.3%と最も多くなっている。 
 

【今後実施する予定の新型コロナウイルス感染症対策（複数回答）】 

 

 
【その他の内容（主なもの）】 

・「コロナに負けるな」フラッグの商店街の通り全体への掲示 
・コロナ対策として見舞金を店舗に支給 
・リモートでの会議打合せ 
・体温計の配布 
・二酸化炭素濃度計の配布 
・来街者への感染症予防の普及啓発のための看板設置 

など       
 
  

44.3%

34.9%

33.9%

30.2%

28.1%

27.6%

24.5%

24.0%

24.0%

20.8%

20.8%

20.3%

18.2%

12.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

キャッシュレス決済導入の推進

オンラインでのイベントの実施や集客

セール等による商店街の活性化

その他の商店街事業を実施

店舗や商店街の消毒活動

衛生用品の配布（マスクや消毒ｱﾙｺｰﾙ等）

個店への新型コロナウイルス感染症対策指導

所属店舗店員のマスクや手袋等の着用徹底

融資制度・助成制度などの会員への案内

テイクアウト・デリバリーの推進

会員への会費の免除・減免

衛生設備の設置（飛沫防止パネル等）

ソーシャルディスタンスの推進

その他 R04年(N=192)
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５ 補助事業等の活用状況 

（１）東京都商店街チャレンジ戦略支援事業 

①利用状況 
東京都商店街チャレンジ戦略支援事業については「利用したことがある」が 47.4%となっている。 
 

【東京都商店街チャレンジ戦略支援事業の利用有無】 

 
 

【東京都商店街チャレンジ戦略支援事業の利用有無（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

47.4% 52.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=1151）

東京都商店街チャレンジ戦略支援事業を利用したことがある
東京都商店街チャレンジ戦略支援事業を利用したことはない

47.4%

44.5%

56.3%

58.3%

52.1%

45.8%

52.0%

53.5%

41.3%

33.3%

22.2%

37.8%

34.3%

49.9%

61.5%

52.6%

55.5%

43.8%

41.7%

47.9%

54.2%

48.0%

46.5%

58.7%

66.7%

77.8%

62.2%

65.8%

50.1%

38.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1151)

区部(N=863)

市町村部(N=288)

事業協同組合(N=48)

商店街振興組合(N=242)

任意団体（未組織）(N=850)

繁華街(N=254)

一般商業地(N=492)

一般住宅地(N=366)

工業地(N=6)

オフィス街(N=45)

その他(N=45)

30人未満(N=400)

30〜60人未満(N=393)

60人以上(N=314)

東京都商店街チャレンジ戦略支援事業を利用したことがある
東京都商店街チャレンジ戦略支援事業を利用したことはない

組
織
形
態
別

地
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別
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地
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別

規
模
別
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東京都商店街チャレンジ戦略支援事業を利用したことがない理由については「補助金を利用するような事業を実施
する予定がない」という回答が最も多く 42.2%となっている。 
 

【東京都商店街チャレンジ戦略支援事業を利用したことがない理由（複数回答）】 

 
  

42.2%

26.1%

23.0%

22.3%

14.2%

11.3%

9.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

補助金を利用するような事業を実施する予定がない

自己負担分の財源確保が困難

申請手続きが難しい/条件が厳しい

補助事業の存在を知らない/内容を知らない

補助金を利用する必要がない・低い

会員（組合員）の同意が得られない

その他 R04年（N=564）
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②利用目的・達成状況 
東京都商店街チャレンジ戦略支援事業を利用するにあたって、59.9%が「売上増加」を重視したと回答している。

「売上増加を達成できた」との回答は 42.8%となっている。 
 

【利用目的として“売上増加”をどの程度重視したか】 

 
【“売上増加”がどの程度達成できたか】 

 
【“売上増加”がどの程度達成できたか（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

59.9% 35.0% 5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=177）

重視した あまり重視しなかった 重視しなかった

42.8% 48.4% 8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=159）

目的が達成できた あまり目的が達成できなかった 目的が達成できなかった

42.8%

42.6%

43.2%

62.5%

39.0%

42.7%

41.7%

36.0%

54.8%

83.3%

44.7%

36.8%

44.1%

48.4%

49.6%

45.5%

37.5%

53.7%

47.3%

52.8%

53.3%

35.7%

100.0%

16.7%

47.4%

54.4%

45.8%

8.8%

7.8%

11.4%

7.3%

10.0%

5.6%

10.7%

9.5%

7.9%

8.8%

10.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=159)

区部(N=115)

市町村部(N=44)

事業協同組合(N=8)

商店街振興組合(N=41)

任意団体（未組織）(N=110)

繁華街(N=36)

一般商業地(N=75)

一般住宅地(N=42)

工業地(N=0)

オフィス街(N=3)

その他(N=6)

30人未満(N=38)

30〜60人未満(N=57)

60人以上(N=59)

目的が達成できた あまり目的が達成できなかった 目的が達成できなかった

組
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別
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別

規
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別
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東京都商店街チャレンジ戦略支援事業を利用するにあたって、40.4%が「会員の加入率の増加」を重視したと回
答している。実際に「達成できた」とする回答は 28.9%であった。 
 

【利用目的として“会員の加入率の増加”をどの程度重視したか】 

 
【“会員の加入率の増加”がどの程度達成できたか】 

 
【“会員の加入率の増加”がどの程度達成できたか（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

40.4% 36.8% 22.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=171）

重視した あまり重視しなかった 重視しなかった

28.9% 47.2% 23.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=142）

目的が達成できた あまり目的が達成できなかった 目的が達成できなかった

28.9%

28.8%

28.9%

50.0%

31.6%

26.5%

25.0%

26.5%

32.5%

50.0%

100.0%

14.3%

26.9%

33.3%

47.2%

51.0%

36.8%

33.3%

42.1%

50.0%

56.3%

47.1%

42.5%

50.0%

51.9%

45.6%

23.9%

20.2%

34.2%

16.7%

26.3%

23.5%

18.8%

26.5%

25.0%

50.0%

35.7%

21.2%

21.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=142)

区部(N=104)

市町村部(N=38)

事業協同組合(N=6)

商店街振興組合(N=38)

任意団体（未組織）(N=98)

繁華街(N=32)

一般商業地(N=68)

一般住宅地(N=40)

工業地(N=0)

オフィス街(N=2)

その他(N=3)

30人未満(N=28)

30〜60人未満(N=52)

60人以上(N=57)

目的が達成できた あまり目的が達成できなかった 目的が達成できなかった

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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東京都商店街チャレンジ戦略支援事業を利用するにあたって、81.0%が「来街者の増加」を重視したと回答してい
る。実際に「達成できた」との回答は 52.4%となっている。 
 

【利用目的として“来街者の増加”をどの程度重視したか】 
 

 
 

【“来街者の増加”がどの程度達成できたか】 

 
 
 

③利用した成果等 
総合的には東京都商店街チャレンジ戦略支援事業を利用した成果が「あった」との回答が 97.7%を占めた。 

【利用した成果の有無】 

 
  

81.0% 15.6% 3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=179）

重視した あまり重視しなかった 重視しなかった

52.4% 42.1% 5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=164）

目的が達成できた あまり目的が達成できなかった 目的が達成できなかった

97.7%

93.9%

2.3%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R04年（N=518）

R01年（N=775）

東京都商店街チャレンジ戦略支援事業を利用した成果があった
東京都商店街チャレンジ戦略支援事業を利用した成果はなかった
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【利用した成果の有無（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

97.7%

97.3%

98.7%

100.0%

98.4%

97.3%

99.2%

96.8%

97.2%

100.0%

100.0%

100.0%

97.7%

96.7%

98.4%

2.3%

2.7%

1.3%

1.6%

2.7%

0.8%

3.2%

2.8%

2.3%

3.3%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=518)

区部(N=366)

市町村部(N=152)

事業協同組合(N=24)

商店街振興組合(N=124)

任意団体（未組織）(N=367)

繁華街(N=125)

一般商業地(N=249)

一般住宅地(N=141)

工業地(N=2)

オフィス街(N=9)

その他(N=17)

30人未満(N=129)

30〜60人未満(N=182)

60人以上(N=188)

東京都商店街チャレンジ戦略支援事業を利用した成果があった
東京都商店街チャレンジ戦略支援事業を利用した成果はなかった

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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利用した成果の内容については「イベントの実施」が最も多く 69.4%を占め、次いで「街路灯・LED・フラッグ等の設
置・維持管理」が 56.9%となっている。 

【利用した成果の内容（複数回答）】 

 
 

成果がなかった理由については、来街者の増加はできたものの、売上の増加に繋がらなかったとの回答が多い。 
 

【成果がなかった理由】 

・イベントを実施し、来街者は増加したが、個店の売上につながらなかった 
・イベント（年 2 回のセール）を楽しみにしているお客様はいるが大きな売上増加には至ってない 
・継続して集客されなかった 
・同じイベントを長く行ったため、マンネリ化している。大きく、方向、方法を変えなければならない 
・夜間営業の店舗が多く、イベント開催時間にマッチせず会員加入率の増加には至らなかった 
・来る人が、地元の人が少ない 
・来客はイベントの時だけの人が多い 

など      
  

69.4%

56.9%

32.7%

32.3%

28.2%

16.4%

8.5%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

イベントの実施

街路灯・LED・フラッグ等の設置・維持管理

防犯・防災による安全・安心なまちづくり

周知・宣伝・PR

集客力の向上

売上の増加

会員の加入率の増加

その他 R04年（N=517）
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（２）東京都政策課題対応型商店街事業の利用状況 

東京都政策課題対応型商店街事業については「利用したことがある」が 51.1%となっている。 
 

【東京都政策課題対応型商店街事業の利用有無】 

 

 
【東京都政策課題対応型商店街事業の利用有無（地域別、組織形態別、立地環境別、規模別）】 

 

51.1% 48.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R04年（N=1114）

東京都政策課題対応型商店街事業を利用したことがある
東京都政策課題対応型商店街事業を利用したことはない

51.1%

52.4%

46.9%

44.7%

57.3%

50.1%

48.8%

55.7%

51.8%

22.7%

31.0%

43.0%

55.7%

56.5%

48.9%

47.6%

53.1%

55.3%

42.7%

49.9%

51.2%

44.3%

48.2%

100.0%

77.3%

69.0%

57.0%

44.3%

43.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1114)

区部(N=841)

市町村部(N=273)

事業協同組合(N=47)

商店街振興組合(N=225)

任意団体（未組織）(N=831)

繁華街(N=252)

一般商業地(N=474)

一般住宅地(N=355)

工業地(N=4)

オフィス街(N=44)

その他(N=42)

30人未満(N=407)

30〜60人未満(N=377)

60人以上(N=292)

東京都政策課題対応型商店街事業を利用したことがある 東京都政策課題対応型商店街事業を利用したことはない

組
織
形
態
別

地
域
別

立
地
環
境
別

規
模
別
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東京都政策課題対応型商店街事業を利用したことがない理由については「補助金を利用するような事業を実施す
る予定がない」が最も多く 34.8%となっている。次いで「自己負担分の財源確保が困難」が 28.0%となっている。 
 

【東京都政策課題対応型商店街事業の利用したことがない理由（複数回答）】 

 
  

34.8%

28.0%

22.5%

21.4%

16.9%

9.1%

8.0%

0% 10% 20% 30% 40%

補助金を利用するような事業を実施する予定がない

自己負担分の財源確保が困難

補助事業の存在を知らない/内容を知らない

申請手続きが難しい/条件が厳しい

補助金を利用する必要がない・低い

会員（組合員）の同意が得られない

その他 R04年（N=515）
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（３）行政機関等の支援事業の利用状況 

行政機関等の支援事業の利用状況については、利用していないを除くと、「区市の商店街連合会」が多い。また、
その効果としては、区市全体で PR できることなどが挙げられている。 
 

【行政機関等の支援事業の利用状況（複数回答）】 

 
 

【得られた効果】 
【東京都中小企業振興公社】 
①進め!若手商人育成事業 
・人のつながり、他の商店街の活動状況、知識とスキルアップ 
・数名ではあるが参加し、各自勉強になったと感じた 
・専門家によるノウハウの提供、アドバイス 
・多くの優れた事例を知ることができた 
 
②その他の事業 
・コロナ禍でも毎月定例会を行うことができた。計画をたてて、スケジュール管理の方法を学んだ 
・バルイベント開催につながり、来客力向上、売上高増加に寄与した 
・ホームページの作成助言、SNS の活用講習 
・外国人対応の為、店のメニューや商店街の表示等に英語表記するためアドバイスを受け活用した 
・街路灯の新設及び LED 化して商店街及び地域との関係が強くなった 
・近隣のお客様の意見を聞けた 
・的確なアドバイスにより問題点等理解が進んだ 
・繁盛店作り事業、トータルプラン作成 
 
【東京都商店街（振興組合）連合会】 
①商店街ステップアップ応援事業 
・街路灯の LED 照明化・防犯カメラの設置 
・イベント等の相談 
・チラシ・ポスター作成の支援により効果的な事業周知ができた 
・とても良い講師により、良い刺激を受けた 

4.3%

2.5%

4.7%

4.3%

3.5%

11.6%

8.4%

1.9%

1.5%

74.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

②その他の事業

①進め!若手商人育成事業

②商店街大学

①商店街ステップアップ応援事業

③その他の事業

区市の商店街連合会

区市町村（出先機関を含む）

その他行政機関等

国（出先機関を含む）

利用していない

R04年（N=747）

東京都中小企業
振興公社

東京都商店街
（振興組合）連合会

その他
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・街灯の LED 化の補助 
・個店での外部への PR 方法を多く学べた 
・商店街の組織運営に効果があった 
・適切な専門家のアドバイスを頂き、スムーズに事務処理が出来た（街路灯 LED 電球交換） 
 
②商店街大学 
・POP 広告など 
・意欲向上につながった 
・若手の育成に役立った 
・商店街活性化に役立った 
・人材育成 
・他の商店街を見学して勉強になった 
 
③その他の事業 
・開店 PR 宣伝、売り上げ集客効果有り 
・各商店街の情報交換等 
・補助金申請がスムーズにできた 
 
【その他】 
①区市町村（出先機関を含む） 
・SNS の活用、スマホで撮る商品撮影等 
・イベント事業の経費負担が軽くなり、財政的に楽になった 
・コミュニティスペース事業で住民の利便性の向上、イベントによる集客 
・コンサルティングの派遣を受け商店街 HP のアクセス状況が改善された 
・運営に関する各種助言、支援 
・街の活性化に効果 
・場面ごとに対応する補助金制度の模索や SDGs などの講習による知識の向上 
 
②区市の商店街連合会 
・PR 宣伝、売り上げ、集客、効果有り 
・イベント事業を毎年企画通り行う事が出来ている。商店街及び消費者の利益となった 
・デジタル関係に強い専門家を派遣頂きコンテスト事業の Web 受付等の構築に適切なアドバイスを得た 
・区全体の規模で PR できる効果が大きい 
・情報が得られた 
・販売促進などに効果があった 
 
③国（出先機関を含む） 
・各組合員に消毒液の配布、事務局の空気清浄機 
・集客が出来た 
 
④その他行政機関等 
・インバウンド向き研修の実施 
・区立中央図書館と提携イベント、区立教育科学館のイベント時の協力 

など 
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